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〔要旨〕 

本稿は，An Outline of the Dialectic of Capital、2 vols (Macmillan,1997)を主な対象

に，関根友彦氏の価値法則の論証を検討する。関根氏は，宇野弘藏『経済原論』に倣いつつ、

原理論の体系的展開を通して、社会的必要労働による商品価値規定の法則的展開を論証してい

るが、それは、生産論における資本家的商品市場の一般的均衡を前提に、分配論で物量体系・

生産価格体系・価値体系の方程式を解くことによってなされる。関根氏は、利潤論において明

らかになる生産価格での売買が労働価値説を法則的に強制する具体的態様であると主張し、そ

こで生産価格・利潤率の正値性、および生産価格が資本の有機的構成などの物質的過程を基礎

とする「価値に繋がれている」ことを数学的に論証される。本稿では、関根氏の資本主義経済

の三つの方程式体系を基礎に、資本家経済の生産価格による再生産運動を物量・価格・労働の

三次元で整序した統一的表示が、社会的必要労働による商品価値規定の法則的展開の明証性を

高めると主張する。 

 

〔Ⅰ〕 

 関根友彦氏は、マルクス『資本論』体系を『経済原論』体系に再構成した宇野弘藏氏の主張

を継承し、宇野氏経済原論の体系総体による価値法則の論証、すなわち生産論におけるいわゆ

る価値法則の必然性と「価値法則の絶対的基礎」(宇野［1964］、1151)論および分配論・利潤論

における「商品経済を支配する価値法則は･･･価値の生産価格によって始めて、いわばその実現

の機構を確立され、全面的に貫徹されることになる」(同上、154)という宇野氏の展開に、「自

らの解釈」(Sekine〔1995〕、13)を加えつつ、数学的展開や数値例での例証により厳密に論証さ

れている。 

価値法則を厳密に論証するために関根氏は、それを展開するための理論的前提を明示的に設

定する。関根氏によれば、「労働価値説は、社会的必要労働が価値の実体を構成すると主張する。

ここで「社会的必要労働」とは、商品の社会的必要量を生産するために技術的に直接・間接に

必要である労働を意味し、そして「社会的必要量」は次には、均衡量を、すなわち自律的に形

成される社会的需要をちょうど満たす量を意味する」(Sekine［2013］、216)。資本家経済がそ

のような諸商品の「社会的需要をちょうど満たす量」を社会的に供給している状態は、資本家

――――――――――― 
1 本稿では、引用のページは数字のみで示す。 
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「社会にとって利用可能な生産資源を、すべての生産部門に「最適に」割り当て」(同上、191)

ていることを意味する。「価値法則は、結局、諸資源がすべての生産部門に最適に割り当てられ

ているとみなされる資本家経済の一般均衡の見地を除いては、適切に明らかにされえない」(同

上、191)、と2。この資本家経済の一般均衡は経済原論体系では諸資本の競争を通した資本の部

門間移動によって達成されるのであるが、「均衡という概念は、｛生産価格や一般的利潤率を考

察するより－－｝前の章の議論ではいつも暗黙に前提され」(関根［1999］、64)ねばならず、「生

産論の内部では、われわれは、均衡状態がとにかく達成されていることを単純に(すなわち適切

な説明なしに)前提する」(同上)とされている3。 

関根氏の価値法則の論証は、宇野弘藏氏に倣いつつ、原理論の体系的展開により順々に行わ

れる。本稿では、関根氏のAn Outline of the Dialectic of Capital、2 vols､1997を主な対

象に、他の論考をも使いつつ、次のような順序で、関根氏の価値法則の論証について紹介・検

討し、その意義を明らかにしたい。〔Ⅱ〕では、生産論における関根氏の労働価値説の論証とそ

こで提示されている労働・貨幣・物量という商品資本の表示法とを考察し、〔Ⅲ〕では、宇野氏

の「価値関係の必然的基礎」についての主張を受け入れつつ展開される、関根氏の「価値法則

の必然性」(Sekine〔1997〕V.1、1384)論を検討する。〔Ⅳ〕では、宇野氏の「価値法則の絶対的

基礎」との関連で、関根氏の「再生産表式」理解の特徴を示し、再生産表式論についての理解

を深める。〔Ⅴ〕では、(1)で労働価値説を論証するさいに関根氏が呈示する三財モデルの体系

｛生産価格体系Ｐ(T)・価値体系Λ(T)・物量体系(Ｔ)｝を示しつつ、価値と生産価格の関係の

一般的説明およびその分析手法について紹介し、(2)で「資本家市場における価格の運動を通し

――――――――――― 
2 もちろん、関根氏の「一般均衡」とうい用語の使用と理解は、新古典派経済学のそれらと同

じではない。確かに一般均衡に最初の適切な数学的定式化を与えたのはワルラスであるが、

「一般均衡それ自体の概念は古典派とマルクス自身の理論のなかに現存している」(Sekine

［2013］、191)。また、現実の資本家経済はいつも均衡状態にあるとはいえないので、経済原

論における「一般均衡は、事実的な状態であるよりもむしろ、概念的な状態」(同上、192)で

ある。すなわち、「資本は、諸条件が認められれば、一般均衡の状態に向かう傾向があ」(同

上、220)り、具体的には、景気循環の「繁栄局面のあいだのいわゆる「平均的活動」の副局面

では、純粋な資本家社会は、平均利潤が多かれ少なかれ優勢である一般均衡の状態に近似す

る」(同上)からである。新古典派の主張する一般均衡については、それは「一つの使用価値か

ら他のものへの代替という消費者の行為から生じるのではなく、どんな商品をも「安く買い高

く売る」という商人的行動から生じる」(同上、197)と、関根氏はその事実誤認を批判されて

いる。 
3 生産論において資本家市場の一般均衡を「暗黙に前提する」という関根氏の主張は、生産論

での分析は諸資本の競争を通して達成される資本主義的生産の現実的事態の「内的関連」(鈴

木［1962］、241)であるとする鈴木鴻一郎編『経済学原理論』などと事実上同じ方法上の想定

であると思われる。後者に関連する、宇野理論における生産論と分配論・利潤論との関係につ

いての理論的進展については、それを整理した青才〔1990〕の第二章が、参考になる。また、

後者の内容については、たとえば、「「総過程論」が、個別資本の競争によって社会的労働編成

が達成される現実的過程を明らかにするのに対し、「生産論」は、その過程の達成された結果

として存在する資本と賃労働の構造についての、抽象的・内的分析論である」(侘美［1978］、

49)という侘美光彦氏の主張が参考になる。 
4 本稿では、関根氏の2巻本の二つの原論、Sekine,T.T.〔1997〕と〔2020〕の引用につい

て、本文にみられるようにその巻数をV.1などと、ページはその数字のみを記載する。 
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た価値法則の強制の具体的様態を明確に示」〔Sekine〔1997〕V.2、25〕す「平均利潤の法則」

(同前)について検討する。〔Ⅵ〕では、関根氏の方法に従いながら、関根氏自身は必ずしも十分

には展開していない、資本家市場における生産価格での商品売買がどのように価値規定を法則

的に貫徹させるかについて、私自身の補足的考察を行う。最後に〔Ⅶ〕で簡単なまとめを述べ

る。 

 

〔Ⅱ〕 

ここでは、(１)でSekine〔1997〕第4章「資本の生産過程」の価値形成・増殖過程における

価値法則の必然性を中心に関根氏の主張を紹介し、(２)でそこにおける関根氏の労働価値説の

論証について若干の検討を行い、（３）で労働・貨幣・物量の三次元で表示するという関根氏の

開発した商品資本の表示法について考察する。 

 (１)関根氏は、マルクスの「労働過程」論を批判的に検討し再編した宇野氏の「労働＝生産

過程」論の見地から、後者における「生産物の見地から」する「労働＝生産過程」の社会的編

成およびそこにおける具体的有用労働と抽象的人間という生産的労働の二重の本性とに触れつ

つ、直接的生産者が生産において支出する生産的労働の総体は、必要労働すなわち「消費され

た労働力を再生産するという目的で遂行される生産的労働」(Sekine［1997］v.１、125)と「社

会的な脈絡でのみ生じる」(同上、128)剰余労働に分かれると主張される。労働力は生活資料の

消費によって再生産されるので、労働力を再生産するのに必要な生産的労働の量は、労働者の

生活水準の内容をなす生活資料の種類と量とそれらの生産に必要な単位当たり労働量とによっ

て定められる。この点について、関根氏は「もし(a、b、･･･、x)が労働者の生活を、すなわち

彼によって消費される賃金財の量のリストを表わすとすれば、そしてもしλａ、λｂ、･･･、λｘ

が賃金財Ａ、Ｂ、･･･、Ｘの単位当たりの生産に社会的に必要な抽象的人間労働の時間数である

とすれば、 

  λａａ＋λｂｂ＋･･･＋λｘｘ＝6 

は、彼の必要労働時間が６時間であることを意味する」(同前、126)と定式化される。この必要

労働の時間規定は、資本家経済では労働者は労働力の価値に等しい生活資料を買戻すという宇

野氏の主張を基礎に、関根氏が「資本家市場の根本的制約」(Sekine［1997］v.2，15)として定

式化する資本主義の基本的関連をなす。 

 以上の「労働＝生産過程論」を前提に、関根氏は、その第二節「価値形成・増殖過程」論を、

「労働価値説」｛4.2.1｝5、「資本家社会の存立可能性」｛4.2.2｝、「価値法則の必然性」｛4.2.3}

という三つの項で展開される。 

 関根氏は「労働価値説」｛4.2.1｝で、つぎのように主張される。労働＝生産過程は、「商品経

済の原理のもとで機能する」(Sekine［1997］v.1、129)とき、価値形成増殖過程となり、生産

手段に前貸された資本(不変資本)はその価値を生産物に移すにすぎないのに対して、労働力に

前貸された資本は「まったく違っている」(同前)。「労働力は時間商品」(同前)なので、「それ

が購買されるや否や、すなわち雇用の契約期間の始めにおいて、非価値になる」(同前)。しか

し、資本家は「彼が買った労働力を可能なかぎり生産的に使用」(同前)すれば、「生産過程の終

――――――――――― 
5 本稿では関根氏のAn Outline of the Dialectic of Capitalの篇別構成を、第4章第２節

第１項を示す{4.2.1}などで表記する。 
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わりまでには、ｖ＋ｓという新たに生産された価値」(同前、130)を含む、前貸資本額ｃ＋ｖよ

り大きい商品価値ｃ＋ｖ＋ｓを生産するすることができる。資本がその生産物に不変資本ｃを

移転し「新しい価値ｖ＋ｓを形成」すると主張しうるには、その商品生産が一定の社会的条件

のもとで遂行される必要がある。その条件とは、「社会的優先度の順」(同前)に「社会的に需要

されるすべての商品の適切な量を生産」(同前)することである。資本が「「安く買い、高く売る」

という原理」(同前)により競争をすれば、資本主義は結果的に「社会的に需要されるすべての

商品の適切な量を生産する傾向」(同前)を達成しうる。この傾向のもとで、資本による「社会

的に必要な量でのすべての商品生産は、これらの全使用価値の生産のために直接的・間接的に

必要な社会の労働の最適な割当を意味して」(同前、131)おり、それら商品の生産に「社会的に

必要な労働」は「商品生産の社会的現実的コストとして、価値の実体を構成する」(同前)、と。 

 その後で、関根氏は、流通論と生産論との「価値」の論じ方についてふり返り、流通論では

「価値とは、･･･資本家的に生産された商品に現存する社会的に一様な質として特徴づけら」(同

前)たが、「価値という一様な質がどのように形成されるのかに関するその問いは、答えられず

に残されていた」(同前)。生産論では「なぜ資本家的に生産された商品は価値を持つのか」(同

前)という問いに答えることができるとして、関根氏は次のように主張される。価値増殖を唯一

の主導的動機とする資本は、資本家市場における諸商品の「一般均衡」のもとでは、資本にと

っては諸商品の区別が無く、資本は「使用価値に無関心に」(同前)生産し、商品は「社会的必

要労働の体化としてのみ、生産されている」(同前)。こうして、資本の価値形成増殖過程論で

資本により充用される労働は、生産的労働の「抽象的人間労働」の側面において商品価値を形

成するとされるのである。 

 つぎに「資本家社会の存立可能性」｛4.2.2｝において、関根氏は、「歴史的社会は、もし直接

的生産者が彼らの必要労働の生産物へのアクセスを保証されれば、存立可能である」(同前、134)

ので、「資本主義社会ではすべての使用価値は社会的必要労働で生産される傾向があるという命

題は、資本主義社会の生存可能性を意味」(同前)し、「労働価値説と資本家社会の存在(あるい

は存立可能性)は相互に意味し合っている」(同前)と主張する。そして、（２）で紹介・検討す

るように、賃金財ＹとＹ以外の他の商品Ｘについて演算を行い、資本家的に生産された商品の

価格は「合理的に決定される」(同前)こと、および「これらの価格は価値に比例しない」(同前)

ことを示し、資本主義は、価値から乖離した「価格付けと、･･･すべての直接的生産者はかれら

の必要労働の生産物へのアクセスを保証されていることとを統合している」(同前、137)ことを

明らかにし、労働価値説の成立と資本家社会の存立とは同値であると主張されるのである。 

 関根氏は、「価値法則の必然性」｛4.2.3}において、「価値法則は、それが資本家社会の実在を

含意するとき、労働価値説であると理解されうる」(Sekine〔1997〕V.1、138)と主張している。

そして、「資本主義と社会的必要労働による価値の決定とのあいだに、なぜそのように密接な関

係があるのか」(同前)と自ら問われ、「社会的労働による価値の決定がなぜ資本主義にとり重要

であるかという問いに対して、次のように答えられている。「どんな歴史的社会も、結局は自然

に対する人間の生産的労働の発揮、すなわち使用価値生産に依存するからである」(同前、138)

が、資本主義では、社会存立の基礎をなす人間の自然との物質代謝が「資本･･･の媒介を通して

以外に」(同前)なされえないからである、と答えられている。すなわち、「人間が生活手段を獲

得するために自然に対して働きかけるという基本的事実」(同前)は、資本主義では、労働力の

購買を通した資本による商品生産と、生産された商品の一部・賃金財の労働者による買戻しと
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いう形態的媒介を通して遂行される。その買戻し関係は、労働者の生存が必要であるかぎり、

「貨幣賃金が結果的にどのようになるかにかかわりなく」(同前、140)、「労働力の価値が 6 労

働時間であれば、賃金財もまた 6 労働の時間の産物でなければならない」(同前)。ゆえに、労

働力商品の賃金財との交換は、自然との物質代謝を通した人間の生活資料の獲得というあらゆ

る社会に共通な事態の資本家経済に特有な形態であり、それは「普通の商品交換ではな」(同前、

139)く、「生産過程を通した商品交換である」(同前)。労働力の価値に等しい賃金財の買戻し関

係を前提に遂行される資本の生産過程では、「生産的労働は間違いなく価値を形成する」(同前、

140)。こうして、「価値形成・増殖過程では、生産的労働の二重性は、「抽象的」である価値を

形成する労働と、「具体的」である使用価値を生産する労働とから構成されるものとして、明確

に現れ」(同前)、資本家市場のすべての商品の需給一致のもとでは、「価値形成労働として、現

に支出された抽象的人間労働は、生産的労働の総体的・社会的支出の一断片になる。換言すれ

ば、それは社会的必要労働になる」(同前)。こうして、「労働＝生産過程が価値形成増殖過程と

して資本家的に機能するとすれば、そのときには価値法則が必然的に自身を実施する」(同前、

138)のである、と。 

 (２)ここでは、上の「価値形成・増殖過程」論における、労働者は労働力の価値に等しい生

活資料を買戻すという宇野氏のいわゆる買戻し関係によって労働価値説を論証しうるとする関

根氏の主張を検討しよう。 

 「労働価値説」{4.2.1}には、「もしｃ＝60＄が生産手段に前貸されれば」(同前、129)という

表現にみられるように、生産過程への資本の前貸についても生産された商品価値についても貨

幣単位一本で表記されている点に、後でみる商品(資本)の三次元表示という方法的見地からす

ると若干の違和感があるけれども、その点を除けば「労働価値説」{4.2.1}における関根氏の主

張は正当であり、とりたてて検討する必要のある主張は見当たらない。そこでは正当にも、生

産的労働の価値形成・増殖は、諸資本の競争によって結果として達成される、すべての使用価

値が社会的に必要な量で生産される傾向のもとでの考察であることが明記されている。そこで

はまた、生産的労働の価値形成・増殖との対比で、「なぜ消費された生産手段は商品の価値を形

成しないのか」(同前、131)についての丁寧な説明や、価値どおりの商品交換との関連で「「希

釈されない」労働価値説は単純商品生産の体制のみで保持される」(同前、132)とする誤った理

解に対する反論、すなわち単純商品生産の体制では「特殊な使用価値への生産者の利害関係の

ゆえに」(同前、133)、その「体制は、社会の生産的労働を最適に割り当てることができ」(同

前)ず、ゆえにその体制は「純粋に想像の所産」(同前)であるとする興味深い主張がみられる。 

 しかし、生産論冒頭における「資本家社会の存立可能性」と「価値法則の必然性」との同値

性に関する関根氏の主張には、その内容と分析手法において検討すべき点がある。 

関根氏は、「資本の生産過程」の「価値形成増殖過程」論で、資本に購買された労働力の支出・

労働が、社会的必要労働として労働の二重性のうち抽象的人間労働の側面において商品価値を

形成するという点のみならず、「資本主義社会ではすべての使用価値が社会的必要労働で生産さ

れる傾向があるという命題は、資本主義社会の存立可能性を意味して」(同前、134)いるという

点まで主張されるのである。 

 約めていって資本による労働力の充用が抽象的人間労働の側面で商品価値の実体を形成する

という労働価値説の主要内容が価値形成増殖過程論で明らかにされるという点は、大方の了解

を得ることができると思われるので、検討すべきは、後者の点、すなわち関根氏が労働価値説
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と同値とされる「資本主義社会の存立可能性」が価値形成・増殖過程論で明らかにされうるか

否かである。関根氏は、その「資本主義社会の存立可能性」の証明を、次に示す演算によって、

すなわち資本家経済が、諸資本に平均利潤を与える商品の「価格付けと、どんな社会において

も満足しなければならない存立可能性の条件、すなわちすべての直接的生産者はかれらの必要

労働の生産物へのアクセスを保証されるということとを、統合している」(同前、137)点の解明

によって果たされるとされるのである6。 

 「すべての使用価値は社会的に必要な量で生産されてい」(同前、136)るという前提のもとで、

関根氏はまず、次の演算によって、資本家社会で賃金労働者の必要労働時間による価値形成が、

彼らの生存に必要な生活資料商品への「アクセスを保証」(同前、137)することを証明する。演

算の想定では、その「資本家社会で１人の賃金労働者は１日 12 時働き」(同前、136)、必要労

働時間が6時間、残りの6時間が剰余労働時間であるとする。「Ｙによって賃金バスケットを示

し、その 1 単位が彼の労働力を再生産するのにちょうど十分である」(同前)とする。固定資本

は捨象し、賃金財Ｙを生産する資本家は「1労働者の雇用ごとに、１日に5単位のＹを生産し、

その中には30時間の直接・間接労働が体化されていると仮定」(同前)する。さらに、5単位の

Ｙを生産する費用価格は 12.5＄、その販売価額は 15＄と仮定すれば、「そのとき利潤率はｒ＝

(15/12.5)－1＝20％となる」。Ｙの価値λy は 30/5＝6 時間、Ｙの価格ｐy は 15＄/5＝3＄であ

る。「資本家は、彼の労働者がそれで１単位のＹを買い戻すことが可能な賃金を支払わねばなら

ないので、賃金率は 3 ドルでなければならない」(同前)。Ｙを生産する「資本の構成ｃ/ｖは、

労働時間タームでは3、貨幣タームでは3.167であ」(同前)り、この資本家社会では「簡単化の

ために、ｃ/ｖは｛どの資本でも－－筆者｝貨幣タームではいつも労働タームよりも 1/18＝

5.556％だけ高いと仮定」(同前)する。 

 Ｙ以外の商品Ｘも、Ｙと同様に有利に生産されているとし、１労働者の雇用当たりで15単位

のＸが生産され、それには「45時間の直接的・間接的労働が体化されている」(同前、137)と仮

定する。労働者1人の賃金は3＄で、資本の構成ｃ/ｖは「貨幣タームではいつも労働タームよ

りも1/18＝5.556％だけ高い」という仮定から、15単位のＸの費用価格は(17.42＋3)＄と7、そ

の利潤は4.08(＝20.42×0.2)＄となり、15単位のＸの価格は24.5＄となる。 

 これらの演算の結果は、次の二つの表にまとめられる。(仮定されている数値は〔 〕で、演

算によって求められる数値は( ）で囲んで示す。なお、「物量で」行の値は、貨幣(価格)でのｃ：

ｖ：ｓの比から計算される。) 

――――――――――― 
6 ここの「直接的生産者は彼らの必要労働の生産物へのアクセスを保証される」という表現

は、「必要労働の生産物」が生活資料である必然性はないので、表現上の曖昧さをぬぐえな

い。関根氏は、「生産的労働の二分性」｛4.1.3｝において「必要労働」時間を、「消費されたあ

るいは使い尽くされた労働力を再生産するという目的のためになされる生産的労働」(Sekine

［1997］、125)と定義しているが、同様である。ここでは、直接的生産者の「必要労働の生産

物へのアクセス」という表現を、直接的生産者の労働力の支出たる労働のうち「必要労働」部

分は、生活資料バスケットの生活資料の生産に直接的・間接的に必要な労働量に等しく、ゆえ

に直接的労働者は支出する労働のうち「必要労働」量に等しい労働の体化された生活資料商品

を獲得しうるという意味で理解しておく。 
7 Ｘの不変資本ｃの貨幣額は、ｃ/ｖについての仮定から、ｃ/3＝(33/6)×1.05556より、

17.42と求められる。 
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 表Ⅱ-1：賃金財商品Ｙ 

   尺度            ｃ     ｖ   ｓ         

  労働で          (18)  ＋ 〔6〕 ＋ 〔6〕  ＝〔30〕              λy＝6 

  貨幣で         〔9.5〕 ＋〔3〕 ＋ (2.5)   ＝〔15〕              ｐy＝3  

  物量で          (3.17) ＋〔1〕 ＋ (0.83) ＝〔5〕               ｒ＝0.2 

 表Ⅱ-2：賃金財Ｙ以外の商品生産物Ｘ 

  尺度             ｃ    ｖ    ｓ 

  労働で           (33) ＋ 〔6〕  ＋ 〔6〕   ＝〔45〕            λx＝6 

  貨幣で          (17.42) ＋〔3〕  ＋ (4.08)  ＝ (24.5)           ｐx＝1.633 

  物量で          (10.66) ＋ (1.84) ＋ (2.50)  ＝〔15〕            ｒ＝0.2 

 これらの表は、資本家経済が平均利潤を獲得しうる「価格付け」と、賃金労働者の「必要労

働の生産物へのアクセス」つまり賃金での生活資料商品の買戻しの保証とを、統合しているこ

とを示しているので、表に示される演算結果は労働価値説と資本家経済の存立可能性とを証明

していると、関根氏は主張されている。 

 上の関根氏の主張には、幾つかの検討すべき点がある。 

 まず、演算で使われている仮定からみれば、確かに、価値形成・増殖過程において、労働者

の一日の労働時間および商品生産で使用される生産手段量などの技術的関係が与えられ、労働

タームと価格タームとでの資本の価値構成の比率と均等利潤率とが仮定されると、 「ひとたび

ｐyとｒが知られれば そして｛Ｙ以外の商品を代表する商品Ｘの－－筆者｝産出量とその労働

の含有量(生産手段の価値ｃと新たに追加される労働ｖ＋ｍ－－筆者｝が特定化されれば、すべ

ての価格が合理的に決定される仕方」(同前、137)は示しうる。また、表Ⅱ-1に示されているよ

うに、賃金財部門では産出の生産物とその生産に必要な労働力への前貸とが、労働・貨幣・物

量において比例的となるので、労働者は、労働力の価値・賃金に等しい生活資料価値・価格の

買戻しを可能にされる。しかし、「資本家社会の存立可能性と首尾一貫する１組の均衡諸価格と

一様な利潤率とが存在する」(同前、137)ことを示す関根氏のこの演算は、原理論体系において

後で明らかにされる諸規定を先取り主張であり、価値形成・増殖過程論で明確にすべき内容を

越えているようにおもわれる。先取りされている諸規定とは、いうまでもなく、簡単化のため

にと留保が付けられているが、労働タームと貨幣タームとでの資本の構成ｃ/ｖの量的関係およ

び均等利潤率の想定である。後に見るように、価値と価格の関係は、分配論・利潤論で社会全

体の産業について両タームでの資本の構成の定式化により、資本家的に生産される総商品に即

して明らかにされる生産価格論の重要な主題の一つであり、それは、価値形成増殖過程論で、

資本の構成や利潤率などの仮定を措きつつ個別的な商品に即して、不充分な形で先取りして論

じるべき関係ではないと思われる。 

 次に、表に示されている演算の結論部分における、「どんな社会においても満足しなければな

らない存立可能性の条件、すなわちすべての直接的生産者はかれらの必要労働の生産物へのア

クセスを保証される」(同前)という主張について、二つの点が検討されるべきである。一つは、

労働者が労働力の価値に等しい生活手段商品を買戻す関係は、原理論体系のどこで論証されう

るかという点であり、もう一つは労働者の生活資料への「アクセス」の保証をもって社会の「存

立可能性の条件」と理解することができるかという点である。本稿における検討の結論を先取

りしていえば、それら二つの論点についての関根氏の主張は、資本の再生産過程論で明らかに
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される論点を先取りして述べていると言わざるをえないが、以下では前者だけを検討し、後者

は、社会的再生産の条件に関わるので、〔Ⅲ〕の(４)で検討することにする。 

 労働者が支払われた貨幣賃金で労働力の価値に等しい生活資料商品を買戻すという宇野氏の

主張を厳密に定式化し論証したことは、関根氏の功績の一つである8。すなわち、関根氏は、表

Ⅱ-１における、労働・貨幣・物量の三次元で表示された賃金財部門の産出総体と可変資本価値

ｖとについて、その三次元表示を縦に見て、ｖ列と産出総体の列とがなぜ「賃金財を生産する

部門においてのみ･･･比例的でなければならない理由を明らかに」(Sekine［2013］、103)するこ

とによって、いわゆる買戻し関係を論証している。表Ⅱ-１の賃金財Ｙについてみれば、産出総

体の労働・貨幣・物量の数値と可変資本部分のそれらの数値とは、30時間・15シリング・5単

位と6時間・3シリング・1単位とであり、可変資本部分の労働・貨幣・物量の5倍が賃金財産

出総体のそれぞれの値になっている。 

 さて、表Ⅱ-１に示される賃金財が労働者一人当たりの賃金財バスケットであるとし、「賃金

財の生産に従事する労働者の数をｍとし、Ａがその社会で生産される賃金財バスケットの全体

の数であると」(Sekine［2013］、103)すれば、社会の賃金財全体の価値・貨幣・物量は次のよ

うに表示しうる。｛なお、関根氏のSekine［2013］では賃金財の価値と価格とはλa、ｐaと表記

されているが、本稿では表Ⅱ-１に示されているλy、ｐyと書き変えて示す｝。 

 社会の賃金財バスケットの総価値：30ｍ＝λyＡ 

 社会の賃金財バスケットの総価格：15ｍ＝ｐyＡ 

 社会の賃金財バスケットの総量 ：5ｍ＝Ａ 

さらに「ｎが社会における生産的労働者の全数を表し、Ｌが社会で労働された時間の総数、ｗ

が時間当たりの賃金率、ｅが剰余価値率を表わす」(Sekine［2013］、103)とすれば、 

 社会の労働力の総価値     ：6ｎ＝Ｌ/(1＋ｅ) 

 社会の総賃金額        ：3ｎ＝ｗＬ 

 社会の賃金財バスケットの総量  ：ｎ＝Ａ 

労働者は生存のために、支払われた賃金で労働力を再生産するのに必要な賃金財を買い戻さな

ければならず、労働力の価値は実質賃金の内容をなす賃金財に含まれる「社会的必要労働」量

＝価値量に等しい。労働者階級総体では「どんな状況のもとでも、恒等式･･･λyＡ＝Ｌ/(1+e)、

ｐyＡ＝ｗＬ･･･は保持されねばならない。それゆえ、資本家社会では全体として、ｎ/ｍ倍のｖ

列が、いつも賃金財生産におけるｕ列｛本稿では賃金財の総産出の列－－筆者｝に等しいはず

である」(Sekine［2013］、103-104)、と。こうして、社会の総労働力の価値・賃金・(労働者の

取得する)賃金財物量と、賃金財総産出の価値・賃金・物量とが、等しいのであるから、労働者

がその賃金で労働力の価値に等しい賃金財を買い戻すことができることは、明らかである。 

 検討すべき点は、労働力のいわゆる買戻し関係の論証が、「資本の生産過程」論の価値形成・

増殖過程において十全に明らかにしうるかという点である。この点は、価値形成・増殖過程が、

個別産業資本の生産過程に即して考察されうる事象か、それとも資本家経済の生産総体に関わ

る事象として考察しうるかという点にかかわるが、労働者は、資本の生産過程で労働者階級と

――――――――――― 
8 関根氏がいわゆる「買戻し関係」の必然性を論証しているのは、宇野氏の価値形成・増殖過

程論を数値例で詳細に検討した'The Necessity of the Law of Value, its Demonstration 

and Significance'(Sekine［2013］、所収)である。関根［1995］はその日本語版である。 
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して労働するわけではないので、価値形成・増殖過程の分析はまずは個別産業資本の生産過程

に即してなされなければならない。もちろん、価値形成・増殖過程の分析は、産業資本に共通

する事態なので、すべての産業資本に通ずる一般性を保持する。しかし、個別的生産過程のそ

の一般的性格をただちに資本による社会的生産一般の性格とするわけにはいかない。資本によ

る社会的生産は、個々の生産過程の単なる集合として定在するのではなく、資本家市場におい

て互いにからみ合う個別諸資本の運動の総体およびその運動と絡みあう経済主体の収入(賃金

と利潤)の運動とを通して遂行され、社会的総資本の「再生産過程の形態」(『資』Ⅱ、4329)を

なす「社会的総資本の流通過程」(同前)の分析を不可欠とするからである10。 

いわゆる買戻し関係の論証にかかわる賃金財生産のｖ列と総産出の列との比例性についてよ

り具体的にみれば、たとえ労働者が賃金財生産に従事するとしても、労働者がその生活で多様

な賃金財を消費し、多様な賃金財が生産されるとするかぎり、特定の賃金財生産において、労

働力の価値・賃金・取得する賃金財バスケットの量が、生産された特定の賃金財の価値・価格・

賃金財の物量とのあいだに「比例」性があるとはいえない11。いいかえれば、労働者のいわゆる

買い戻し関係は、労働者の生活水準＝労働者の実質賃金として与えられる賃金財を前提に、雇

用された労働者総体に支払われた労働力の価値・賃金の総額と、社会的に生産された賃金財総

体の価値・価格とが同等であることにより、明らかにされるのである。そして、両者の同等性

のうち、賃金財の総物量を基礎に、労働者階級の総労働力価値と労働者が取得する賃金財総価

値との同等性は、資本の再生産過程で明らかにされる。価値形成・増殖過程では、労働者の生

活水準の内容をなす生活資料商品の価値による労働力商品の価値規定を前提に、資本による労

働力の消費は商品に価値を形成し、その価値形成は資本家が支払った労働力の価値に等しい可

変資本部分とそれを越える剰余価値部分とからなることが明らかにされればよい。いうまでも

なく、そこで資本が労働力商品の価値を支払うという点は、後に明らかにされるいわゆる買戻

し関係の論証を別にすれば、定められた生活水準での生活資料商品の取得が労働者にとって「彼

――――――――――― 
9 本稿では、本文のように、『資本論』(岡崎訳)の巻数を『資』Ⅰ・Ⅱ・Ⅲと略記し、そのペ

ージを数字のみで示す。 
10 宇野氏の経済原論を継承・発展させようとする論者のなかに、生産論の考察対象やそこで

の理論的枠組みをどのように設定するべきかについて、二つの理解が存在する。一つは、鈴木

鴻一郎編『経済学原理論』にみられるように、「労働力商品を基礎とする･･内的同質性」(鈴木

［1962］下、246 )を強調し、資本主義的生産の内的関連としては「生産過程はもともと有機

的に編成された全体的な社会的再生産過程として以外には存在しうるものではな」(同前)いと

いう、社会的再生産を強調する理解であり、もう一つは、馬渡尚憲氏にみられるように、

「個々の資本の生産過程の資本家と労働者との関係としての生産関係は商品相互の交換関係と

解き難く結びついて」(馬渡［1970］、300)おり、「この点に労働力商品化による資本家的生産

関係の特質がある」(同前)という、生産論で商品流通などの形態規定を強調する理解である。

関根氏は「資本の生産過程と流通過程の両者は、代表的な資本、個別資本単位の代表例の活動

に関連して研究されてきた」(Sekine［1997］v.1、186)とされており、必ずしも前者の考えに

賛同していない。本稿は、資本の価値形成・増殖過程の考察は個別資本の生産過程に即した考

察という立場にたっている。 
11 この点は、賃金財を生産する諸資本の有機的構成が同一でないとすれば、それら商品の価

値と生産価格とは多様に乖離するので、特定の賃金財生産で投入される労働力がその賃金財に

対象化する価値・支払われる賃金と、その労働力が産出する賃金財の価値・価格とのあいだに

比例性は存在しない。 
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の労働の社会的形態にかかわりなく必要」(『資』Ⅰ、282)であり、「労働者の不断の存在」は

「資本とその世界と」(同前、282)のための基礎であることによるのである。 

関根氏のいわゆる買戻し関係についての主張でも、「賃金財の生産に従事する労働者の総数」

ｍ・「社会の生産的労働者の総数」ｎ・「社会で生産される賃金財バスケットの総数」Ａを基礎

とする演算によって明らかにされているのであり、それは資本の再生産過程論における諸商品

資本の流通の一部である労働者階級の総労働力価値(ⅠｖとⅡｖに等しい投入される労働力の

価値)と生活手段商品の総価値(ⅡｃのうちのⅠｖに等しい部分とⅡｖ)との同等を述べたもの

であり、ゆえに資本の再生産過程論の内容の一部を先取りして述べたものである。そうとすれ

ば、いわゆる買戻し関係を基礎に労働者は与えられた生活水準の内容をなす生活資料商品への

「アクセス」(Sekine〔1997〕V.1,137)を保証され、資本家社会の「存立可能性の条件」を充た

すという関根氏の主張が、価値形成・増殖過程論で明確な根拠をもって論証しうるとはいえな

いのである。 

(３)ここでは、上の表Ⅱ-１にみられるような、関根氏が開発した労働・貨幣・物量という３

次元の表示法を基礎に、価値形成・増殖過程を展開しよう。その表示法それ自体は、『資本論』

第７章第二節「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」でマルクスが定式化してい

るものであるが、関根氏は、宇野氏の「価値関係の必然的基礎」の検討において、商品資本の

価値諸成分の単なる表示法としてではなく、諸商品の価値関係を分析する手法として再定式化

したといってよい。ここでは、まず『資本論』第一部第７章第二節でマルクスが示した「生産

物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」により、価値形成・増殖過程を説明し、その後

に関根氏が分析に使用した三次元表示法の意義に触れる。 

マルクスは、第一部第６章で、「生産物価値の形成において労働過程のいろいろ要因が演ずる

いろいろに違った役割を示すことによって、･･･資本自身の価値増殖過程で資本のいろいろな成

分が果たす役割を特徴づけ」(『資』Ⅰ、273)、その過程における生産手段と労働力の機能の考

察により、それらを「不変資本と可変資本」と定義し、第７章第一節「労働の搾取度」では資

本の価値形成・増殖過程を再度数値例により説明し、可変資本に対する剰余価値の比率を剰余

価値率として示している。第二節ではより具体的に紡績資本の生産過程の成果たる商品・綿糸

を価値量と使用価値量の見地から考察し、綿糸の価値を「生産物の比例配分的諸部分」で「表

示」しうるとする。第二節は第三節「シーニアの「最後の一時間」」との関係で一人の紡績工の

生産物を考察しているが、ここではそれを投入から産出への紡績資本の生産過程{Ｗ･･Ｐ･･

Ｗ’}として示す。マルクスはそこでは価値どおりでの交換を前提し、2時間の労働は1シリン

グの金量で表されると前提しているので12、あわせて貨幣次元についても示す。(綿花で紡錘を

も含む生産手段を代表させ、綿花・綿糸の重量ポンドを lbで、シリングをｓで、価値形成労働

量(時間)はｈで示す。剰余価値率は100％である）。 

表Ⅱ-3 生産物の比例配分的諸部分での生産物価値・価格の表示 

    ｛綿花ｃ 、紡績労働ｖ｝    綿糸    ｃ    ｖ   ｍ 

――――――――――― 
12「紡績過程の継続中に綿花は六労働時間を吸収するわけである。この六労働時間は三シリン

グの金量で表される。つまり、この綿花には紡績そのものによって三シリングの価値がつけ加

えられるのである」(『資』Ⅰ、249-250)。 
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 物量(lb)｛ 24 lb 、 12ｈ ｝     20 lb ｛  16 lb ＋ 2 lb ＋ 2 lb ｝ 

貨幣(ｓ)｛ 24ｓ 、  3ｓ ｝  →  30ｓ＝｛  24ｓ ＋ 3ｓ ＋ 3ｓ ｝ 

 価値(ｈ)｛ 48ｈ、 6ｈ ｝     60ｈ ｛ 48ｈ ＋ 6ｈ ＋ 6ｈ ｝13 

一人の紡績工を雇用した紡績資本の三次元表示での生産過程に即して、資本の価値形成・増

殖と、「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」を説明しよう。 

紡績工は、現存の社会的に正常な生産条件、つまり24重量ポンドの綿花と12時間の紡績労

働で、20重量ポンドの綿糸を生産するが、その綿糸は「社会的需要の現存のパターンに適合す

る」(Sekine［1997］V.1、142)の社会的供給の一環であると想定されている。この技術的関係

は、物量の行の諸使用価値の量的関係に示される。 

商品価値は「すべての資本家的に生産された商品に含まれる社会的に一様な質として特徴づ

けられ」(同前、131)るが、流通論では「何が価値の実体を構成するか」は「答えられずに残さ

れてい」(同前)る。生産論の価値形成・増殖過程論で「なぜ資本家的に生産された商品は価値

をもつのか」(同前)が問われなければならず、関根氏は、諸商品が「その使用価値に無関心に、

すなわち、社会的に必要な労働の体化としてのみ、生産されているから」(同前)と答えられて

いる。いま、これを表Ⅱ-3に即していえば、紡績工の労働は、具体的有用労働の側面で綿花を

綿糸に加工し、生産手段・綿花に含まれている48時間の価値を綿糸商品の中に保存するだけで

はなく、抽象的人間労働の側面で社会的に必要な労働として綿糸に12時間分の価値を形成する

ということになる。紡績資本は12時間労働する労働力を6時間の価値をもつものとして購買す

るが、購買した労働力は「時間商品」(同前、129)であり、「購買されるや否や･･･非価値にな」

(同前)り、資本が支払った価値 6 時間を回復する方法は、紡績工を適切な条件のもとで労働さ

せる以外にない。資本家は購買した紡績労働力を12時間労働させることができると想定されて

いるので、紡績工は、20 ポンドの綿糸に労働力の価値 6 時間を超える 12 時間分の価値を創造

し、労働力の価値を超える 6 時間分の価値が剰余価値をなすことはいうまでもない。この価値

形成・増殖は、上の表Ⅱ-３では、紡績工の主体的な紡績労働(投入の物量の行に示される12時

間)に媒介されつつ、価値の行の量関係のなかに示されている。 

いうまでもなく、商品価値は、資本家的商品生産に特有な人間労働の「社会的性格が労働生

産物の価値性格の形態をと」(『資』Ⅰ、100)ったものであり、商品「生産に支出された人間労

働の単に物的な表現でしかない」(同前)ので、「労働時間による価値量の規定は、相対的な商品

価値の現象形態の運動の下に隠れている秘密なのである」(同前、101)。ゆえに、表Ⅱ-3の価値

の行に示されるものは、経済学的分析により解明される目には見えない関係である。 

つぎに、「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」法をみよう。表Ⅱ-3の綿糸に即

してみれば、紡績過程の成果たる20重量ポンドの綿糸の価値は、通常の表示では48ｈ(ｃ)＋6

ｈ(ｖ)＋6ｈ(ｖ)という価値構成して示される。それに対して、「生産物の比例配分的諸部分で

の生産物価値の表示」法では、20ポンドの綿糸の不変資本価値部分ｃ、可変資本価値ｖ、剰余

価値ｍがそれぞれ、「ただ･･･不変資本部分だけを表している生産物量(16lb―論者、以下同じ)

――――――――――― 
13 資本の生産過程において商品生産として「価値形成・増殖過程」を展開する場合に、生産

手段の価値量は与えられてものとして前提される以外にはない。その価値量が確定されるの

は、社会的総資本の再生産過程における生産手段の自己補填的物量体系を基礎とする価値体系

においてである。 
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と、ただ･･･可変資本部分だけを表しているもう一つの生産物分量(2lb)と、ただ･･･剰余価値だ

けを表している最後の生産物量(2lb)とに分」(『資』Ⅰ、289)けて「表示」されるのである。

いうまでもなく、価値構成という通常の表記では綿糸16重量ポンドの商品価値も38.4ｃ＋4.8

ｖ＋4.8ｍである。しかし、16重量ポンドの綿糸の新価値部分(4.8ｖ＋4.8ｍ)が、残りの綿糸4

重量ポンドの価値構成 9.6ｃ＋1.2ｖ＋1.2ｍの不変資本価値部分(9.6ｃ)に等しいという事実

を基礎に、「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」では 16 ポンドの綿糸部分はた

だ48時間の価値という「不変資本部分だけを表している生産物量」であると「表示」されるの

である。通常の価値構成表示では 4.8ｃ＋0.6ｖ＋0.6ｍである残りの二つの綿糸 2 ポンド部分

も、同様に「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」では、おのおの可変資本価値

6 時間と剰余価値 6 時間のみからなるものとして示される。マルクスは、この「生産物の比例

配分的諸部分での生産物価値の表示」法について、「のちに･･･複雑で未解決な諸問題に応用さ

れるときにわかるように、簡単なことであると同時に重要なことでもある」(『資』Ⅰ、289)と

指摘している。 

この指摘にもかかわらず、マルクスは必ずしも十全にこの「表示」法を「応用」しているよ

うにはみられない。この「表示」法それ自体は、商品「価値の表示」にのみかかわるものでは

なく、商品価格を構成する諸成分を「生産物の比例配分的諸部分」で「表示」することもでき、

さらにそこで表示された生産物の物量を介して商品の価格諸成分を商品価値の「比例配分的諸

部分」に結びつけて表示することをもできる。それゆえ、上の「表示」法は、再生産表式にお

ける、今期の諸商品資本による、来期の生産のための消費された生産諸要素(生産手段や労働力)

の「価値補填および素材補填」の量的解明や、価値と生産価格との複雑な量的関係を次元の区

別を明確にしつつ分析しなければならない生産価格論に「応用」でき、また応用されなければ

ならない14。宇野氏の「価値関係の必然的基礎」の検討において、賃金財商品の労働・貨幣・物

量での表示を基礎に、労働者による労働力の価値に等しい生活資料商品の買戻し関係を論証す

るという関根氏の試みは、マルクスが言う「複雑で未解決な諸問題」への一つの重要な「応用」

であると評価しうる15。 

 

〔Ⅲ〕 

 ここでは、Sekine〔1997〕第６章「資本の再生産過程」第２節「再生産表式」を検討する。

宇野弘藏氏の整理に従うと、「資本の再生産過程」論で明らかにすべき課題は、大きく言って三

つある。「先ず第一に資本の再生産過程を生産手段、生活資料と共に資本家的社会関係をも再生

――――――――――― 
14 この「生産物の比例配分的諸部分での生産物価値の表示」法は、商品資本の物量を明示し

た再生産表式で「応用」されるべきものであると思われる。それはまた価値と生産価格の錯綜

した関連を一目瞭然とするのに役立つ。『資本論』第三部第９章にはこの「表示」法について

の言及があるが、そこでもこの「表示」法がもっている意義に十分な考慮が払われた分析が行

われているとはいえない。『資』Ⅲ、204参照。 
15 さらに後の図Ⅵ-１などで見るように、関根氏の技術複合体・生産価格体系・価値体系の定

式化を基礎に、「生産物の比例配分的諸部分」で商品資本の価格構成諸部分を「表示」する手

法は、資本家経済における価値と生産価格の錯綜した関係を一目瞭然たらしめ、両者の関係に

格段の明証性を与える。 
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産する過程として解明し、次にその現実的条件としての労働力の拡張再生産の現実的機構を明

らかにし、最後に一社会としての資本主義社会の物質的基礎をなす再生産過程の商品形態的規

定を與える」(宇野〔1950〕、190)ことである16。労働時間による商品価値の法則的展開に特に関

係するのは、再生産表式として展開される「資本主義社会の物質的基礎をなす再生産過程の商

品形態的規定」である。ここでは、(１)で、関根氏の「再生産表式」論を紹介し、(２)で、資

本家経済の再生産の物質的基礎に関連して、関根氏の表式理解の特徴を示し、そこにおける諸

価値と剰余価値率の正値性の解明について述べ、(３)で、資本の再生産過程の物量体系と価値

体系を数値例で示し、資本家経済の「社会的再生産の諸条件」の充足が価値法則の展開を内包

することを明らかにする。最後に(４)で、関根氏が生産論開始部で主張される資本家社会の存

立可能性および労働者の買戻し関係の論証は、生産論・資本の再生産過程論において明らかに

なる事態の先取りであるという点について言及する。 

 (１)「資本家的に生産された商品は適切に流通することに決して失敗しない」（Sekine〔1997〕

V.1、194)という生産論全体の前提を基礎に、関根氏は、第２節「再生産表式」{6.2}において、

「商品流通の見地から、資本家社会の再生産可能性」(同前、195)を、「『経済表』という特別の

形式で資本家社会の循環的フロー」(同前)として吟味する。その吟味は、「社会的総商品資本そ

れ自身の交換として、資本家社会の再生産可能性を扱っている」(同前、195)再生産表式に基づ

いて行われる。再生産表式の考察対象は、「(i)社会的総資本の継続している生産過程、ΣＣ･･

Ｐ･･ΣＣ’と、(ii)価格メカニズムを通した価値法則の作用」(同前、194)とを当然の条件とし

て仮定しつつ、資本家的に生産された商品の総体ΣＣ’の、貨幣の媒介による次期の生産諸要

素ΣＣへの転換を中心とする「循環的フロー」であり17、「再生産表式の理論は、資本主義が財

の再生産と労働力の再生産との間の根本的な不均衡を切り抜けるか否かを説明しない」(同前、

195)ので、「資本の再生産過程の一側面のみを表現する」(同前)とされている。 

 関根氏は、再生産表式を「二つの会計的恒等式と１つの部門間制約」とで構成されると理解

され、「再生産表式の一般的形」(同前、195)とその数値例を次のように示される。 

   「再生産表式の一般的形」       ｜  再生産表式：数値例 

  ｕ1 ＝ｃ1＋ｖ1＋ｓ1          ｜    Ⅰ．6000 ＝ 4000ｃ＋1000ｖ＋1000ｓ 

  ｕ2 ＝ｃ2＋ｖ2＋ｓ2           ｜    Ⅱ．3000 ＝ 1500ｃ＋ 750ｖ＋ 750ｓ      

   ｃ2 ≦ ｖ1＋ｓ1    (*)       ｜      Ⅱｃ＝1500＜2000＝Ⅰ(ｖ＋ｓ)    (*)  

――――――――――― 
16 宇野弘藏氏が、『資本論』第一巻・第二巻を再構成し、第一巻第七篇「資本の蓄積過程」と

第二巻第三篇「社会的総資本の再生産と流通」を統合して生産論の第三篇「資本の再生産過

程」論に配置したこと、および資本蓄積の二様式の転換を通して「資本主義社会に特有な人口

法則」(宇野〔1950〕、228)を定式化したことは、高く評価されなければならない。しかし、宇

野氏の『資本論』の整序を継承する論者のあいだで、本文で挙げた資本の再生産過程論の三つ

の課題をどのようなものとして捉え、どのような順序で展開すべきかについては、いまだ議論

が続いている。関根氏は、資本の再生産過程論の課題については宇野氏の考えを継承している

が、それを、宇野氏とは異なり、「資本家的生産関係の再生産」(6.1)、「再生産表式」(6.2)、

「資本蓄積の現実的過程」(6.3)の順序で展開されている。 
17 この再生産表式の考察対象の設定は、諸資本の生産過程の継続を前提に、個別諸資本の商

品流通の絡み合いおよびそれと賃金所得との絡み合いを、商品流通の「特徴的な社会的な大量

運動」(『資』Ⅱ、439)に総括して示した「社会的総資本の流通過程」(同前、439)関根氏の記

号ではΣＣ'－Ｍ－Σ(Ｃ、ｃ))であるとする『資本論』第二部第三篇のそれと同じである。 
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 ここで、ｕiは生産物価値を、ｃiはその不変資本成分、ｖiはその可変資本成分、ｓiは剰余価

値成分を表し、添え字の1は生産手段(第Ⅰ)生産部門を、2は消費手段(第Ⅱ)生産部門を示す。

再生産表式に示される経済における、(*)で示された方程式は、部門間制約を表わす。 

 関根氏の再生産表式は、「経済はその活動規模を収縮しないことを意味する」(同前、196)部

門間制約(*)ｃ2≦ ｖ1＋ｓ1を基礎に、拡大再生産表式の諸成分の関係についての数式的・数値

的展開を中心に展開される。後にも言及するように、表式に示される二部門の諸成分・諸商品

の交換関係の詳細には触れない点に、関根氏の表式説明の特徴がある。拡大再生産では剰余価

値が分割されてその一部を元の資本に追加されるので、剰余価値ｓの分割された諸成分をｓi＝

追加不変資本ｃ'i＋追加可変資本ｖ'i＋資本家消費ｓ'iとして、さらに不変資本蓄積成分と可変

資本蓄積成分とをそれぞれ
" '
i i ic c c と

" '
i i iv v v で示して、関根氏は、拡大再生産表式を、

次のように再構成して、示す。 

  
' ' ' " " '

1 1 1 1 1 1 1 1 1( ) ( )u c c v v s c v s           

  
' ' ' " " '

2 2 2 2 2 2 2 2 2( ) ( )u c c v v s c v s           

  " " '
2 1 1c v s                         

 いま、各部門｛i＝1,2｝の蓄積率を
' '( ) /i i i ic v sα 、資本の有機的構成を /i i ik c v で示

すと、 i isα は各部門の蓄積額を、 / (1 )i ik k は不変資本比率を示すので、蓄積され増加する不

変資本額
' '
1 2c c は、蓄積率 iα・剰余価値率ｅ(＝100%)・有機的構成 ik で表示することができ

る18。 

1 2

1 2

' '
1 2 1 1 2 21 1) ( )( k k

k kc c s sα α 19                         (3-1) 

また、成長率(=資本の拡大率) ig は次のように示すことができる20。 

――――――――――― 
18 技術不変なので、ｋi/(1＋ｋi)＝(ｃ’ i/ｖ’ i)/(1＋ｃ’ i/ｖ’ i)＝ｃ’ i/(ｃ’ i＋ｖ’ i)である。ゆえ
に、αiｓi{ｋi/(1＋ｋi)}＝{(ｃ’ i＋ｖ’ i)/ｓi}ｓi{ｃ’ i/(ｃ’ i＋ｖ’ i)}= ｃ’ i。 
19 再構成された拡大再生産表式の表示では、ｕ1＝ｃ1＋ｃ’ 1＋ｖ1＋ｖ’ 1＋ｓ’ 1 は、その制約
式：ｃ2＋ｃ’ 2＝ｃ” 2＝ｖ”1＋ｓ'1＝ｖ1＋ｖ’ 1＋ｓ’ 1から、ｕ1＝ｃ1＋ｃ’ 1＋ｃ2＋ｃ’ 2 であり、
ｃ’1＋ｃ’ 2＝ｕ1－(ｃ1＋ｃ2)である。 
20 ｇi＝(ｃ’i＋ｖ’ i)/(ｃi＋ｖi)＝{(ｃ’i＋ｖ’ i)(ｓi/ｓi)}/{ｖi (１＋ｃi/ｖi)} 

＝αi (ｓi /ｖi)/ (1＋ｋi) ＝αiｅ/(1＋ｋi) 
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   i
i

i
g e

k
α
１+                        (3-2) 

いま、数値例の再生産表式(ｋ1＝4、ｋ2＝2)において、蓄積の一年目に「そのシステムが10％

(ｇ1＝0.1)だけ成長することを意図する」(同前、197)とすれば、生産手段生産部門は、 

「(4000ｃ＋400ｃ')ｃ”＋(1000ｖ＋100ｖ')ｖ”」 (同前、197) 

と再編成されなければならない。第Ⅰ部門のｓ'＝1000ｓ－(400ｃ'＋100ｖ')＝500 であり、第

Ⅰ部門の「蓄積率は･･･α1＝0.5である」(同前）。現在の数値例の表式で「ひとたびこの組み合

わせ(ｇ1＝0.1とα1＝0.5)が選ばれれば、また一方で、第Ⅱ部門は適応的に一つの組み合わせ

(ｇ2、α2)をとらねばならない」(同前)。(3-1)式からｃ1'＋ｃ2'＝500、α1800＋α2500＝500な

ので、「もしα1＝0.5であれば、α2＝0.2とな」(同前、197)り、また、(3-2)式から「ｇ2＝0.067」

となる。それで、第Ⅱ部門は、 

 「(1500ｃ＋100ｃ')ｃ”＋(750ｖ＋50ｖ')ｖ”」 (同前、197) 

に再編成され、数値例の拡大再生産表式は一年末につぎのように再編成され、「蓄積可能である」

(同前)。 

 「Ⅰ．6000＝4400ｃ”＋1100ｖ ”＋500ｓ' 
 Ⅱ．3000＝1600ｃ”＋800ｖ ”＋600ｓ' 
   Ⅱｃ”＝1600＝Ⅰ(ｖ ”＋ｓ')」(同前)。 

 この表式の再編成に基づいて、第二年目には第一年に対して、第Ⅰ部門が 10.0％の率で、第

Ⅱ部門が 6.7％の率で拡大しているが、関根氏は、第二年目の表式の再編成により、第三年目

以降には、両部門がともに10％の率で拡大しうることを明らかにされる21。 

第二年目の拡大再生産表式(数値例)は、 

 「Ⅰ(+10.0％)．6600＝4400ｃ＋1100ｖ＋1100ｓ 

  Ⅱ(+6.7%)． 3200＝1600ｃ＋ 800ｖ＋ 800ｓ             
     Ⅱｃ＝ 1600＜2200 ＝Ⅰ(ｖ+s) 」(同前、198) 
である。第三年目以降、「この表式は両部門において 10％で成長しうるように再編成するこ

とができる」(Sekine〔1997〕V.1、198)。すなわち、いま第Ⅰ部門が第三年目に 10％で成長す

るためには、その部門は第二年目末に次のように再編成されねばならない。 
Ⅰ．6600＝4400ｃ＋440ｃ’＋1100ｖ ＋110ｖ’＋550ｓ'＝4840ｃ”＋1210ｖ ”＋550ｓ' 

Ⅰ部門の蓄積に伴う対応として、制約式ｃ”＝ｖ”＋ ｓ'から、Ⅱ部門も第二年目末に次のよう

に再生産されねばならない。 
Ⅱ．3200＝1600ｃ＋160ｃ’＋800ｖ ＋80ｖ’＋560ｓ'＝1760ｃ”＋880ｖ ”＋560ｓ' 

数式的には、二年目末のｃ1'＋ｃ2'＝ｕ1－(ｃ1＋ｃ2)＝6600－(4400＋1600)＝600 であり、α1＝

(440ｃ’ 1＋110ｖ’ 1) /ｓ1＝550/1100＝0.5 のもとで、(3-1)式：600＝α1×1100×(4/5)＋α2×800×(2/3)か
ら、α2＝0.3 であり、(3-2)式：ｇ2＝α2/ (1＋ｋ2)から、ｇ2＝0.3/ (1＋2)＝0.1 である。こうして、

第三年目には「α1＝0.5とα2＝0.3とがこのケースでｇ1＝ｇ2＝0.1と両立しうることが、容

――――――――――― 
21 マルクスの拡大再生産表式が第二年以降に両部門で均等な拡大率となることについては、

多くの論者が指摘しているが、森島通夫氏は、第一部門の蓄積率「α1は不変に保たれるが、

α2は調整される」(森島〔1974〕、144)という想定のもとで、両部門の成長率ｇ1とｇ2とは蓄

積二年目以降等しくなるという点を、一般的に論証している。青才〔2005〕も参照。 
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易に確証されうる」(同前、198)。第三年目の表式は次のようになる。 
 「Ⅰ(+10.0％)．7260＝4840ｃ＋1210ｖ＋1210ｓ 

  Ⅱ(+10.0%)．3520＝1760ｃ＋ 880ｖ＋ 880ｓ             
     Ⅱｃ＝ 1760＜2420 ＝Ⅰ(ｖ+s) 」(同前、198) 
以下同じ手続を繰り返せば、「最初の年の例外があるが、表式は両部門で10％という一様な率

で成長することができる」(同前、198)のである。こうして、関根氏は、蓄積の元本としての

剰余価値量による「制限はあるが、しかし、第Ⅰ部門にとっては何らかの正の成長率が最初に

選ばれうる、そしてその体系の照応する成長経路が決定されうる」(Sekine〔1997〕V.1、198)

と主張している。 

  (２)上の関根氏の再生産表式に関する数式的・数値的展開は、首肯しうるものであるが、

関根氏の表式の展開は、『資本論』第二部第三篇における説明とは大きく相違している。それは、

経済原論において再生産表式が明らかにすべき内容が、関根氏と『資本論』および宇野氏を含

む他の論者とのあいだで異なっているからである。関根氏は、マルクスが「社会的総資本によ

って生産されたすべての商品流通の反復過程」(Sekine〔2020〕V.1、349)を再生産表式として

提示したことを「独創的な考案」(同前)と高く評価しているが、再生産「表式の解釈は多様で

あり、論争的であり、しばしば完全に資本の弁証法｛経済学原理論－－筆者｝における適切な

脈絡から切り離されて」(同前)おり、資本の再生産過程論で「再生産表式の理論にその体系の

なかでの適切な位置を与えることが、ますます必要である」(同前)と主張されている。 

関根氏が原理論体系の表式論で扱われるとされる課題は、「資本家社会は、財の再生産におい

てその他の社会とどんな特性を共通にもっているか」(同前、350)であり22、「表式論は･･･資本

家社会の再生産過程の一つの重要な側面を明確にすることを目的にしているが、しかしその再

生産過程の全体を明らかにすることを目的にしてはいない」(同前)ことを強調されている。後

者の点については、「表式が、諸価格の明確な理論や資本家市場における均衡あるは不均衡のど

んな理論も提供しないし、提供しえない」(同前)ことが指摘されている。このような理解から、

関根氏は、単純再生産表式におけるⅡｃ＝Ⅰ(ｖ＋ｍ)などの「再生産の有名な部門間条件は、

二つの部門のあいだの「均衡」条件として解釈されえない；それは、すべての自己再生産的経

済システムが従わなければならない技術的制約である」(同前、331)と主張されるのである。 

上の「技術的制約」についての主張は、関根氏の表式理解の特徴を示している。すなわち、

関根氏は、表式を単に価値表式としてのみではなくその「物的側面」と併せて理解されている。

関根氏は、表式のⅡｃ＝Ⅰ(ｖ＋ｍ)などの制約を「部門間の均衡条件」(Sekine〔1997〕V.1，

196)と理解する用語の「誤った使用」(同前)に関連して、生産財・鉄と消費財・小麦を生産す

る二部門で表した経済システムを書き、その「制約」(同前)を物量で表示している。すなわち、

鉄生産部門と小麦生産部門の産出量をそれぞれＸとＹで示し、「ＸiとＬiとがｉ番目の部門(i＝

――――――――――― 
22 関根氏は表式論の範囲で扱われるべき問題は３つあると主張され、本文で挙げた資本家社

会の再生産の「物的側面」のほかに、諸財が貨幣の媒介によってどのように生産者から生産的

消費者および直接的消費者へと適切に移転するか、および、固定資本に関連して、どのような

技術的側面において、財の再生産は資本家社会の商品経済的原理に完全に従うことができない

か、が考察されねばならないとされている。Sekine〔2020〕V.1、350、参照。 
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ｘ,ｙ)で生産的に消費された鉄と労働である」(同前)とし、鉄と小麦の単位当たり価値をλx、

λyで表わし、関根氏は、物量と単位価値とで示した表式的関連を提示している。 

  「λxＸx＋Ｌx＝λxＸ 

   λxＸy＋Ｌy＝λyＹ 

    λxＸy≦Ｌx
23  (*)」(同前)。 

関根氏は、上の制約式(*)について、「制約(*)は、Ｘx＋Ｘy≦Ｘと同等であり、使い切られた

鉄は生産される鉄を決して超過しないことを意味する」(同前)と主張されているが、この主張

は、再生産表式の「物的側面」の量関係を明示するものとして、簡単ではあるが重要な主張で

ある。すなわち、関根氏は、通常社会的諸商品の価値量の関係としてのみ示される再生産表式

を、それら諸商品の物量的側面とともに二次元的なものとして、すなわち物量的側面と一体で

あるものとして理解されているのである。 

諸商品資本の価値量と生産物量とを明示する関根氏表式の意義は、マルクスの次の主張をみ

れば、より明らかになると思われる。マルクスは「価値法則一般のいっそう展開された表現」

(『資』Ⅲ、821)について、次のように言っている。「分業によって独立化された特殊な社会的

諸生産部面」(同前、820)の総生産物に関して「価値の法則」(同前)が効力を現わすのは、「た

だ各個の商品に関してただ必要な労働時間だけが費やされているだけではなく、社会的総労働

時間のうちからただ必要な比例配分量だけがいろいろな群のなかで費やされているということ」

(同前)が必要であり、その「条件はやはり使用価値だけだからである」(同前)。すなわち、「社

会的規模での使用価値がここでは社会的総労働時間のうちからいろいろな特殊な生産部面に割

り当てられる部分を規定するものとして現れる」(同前、821)のであり、価値法則の展開は、「社

会的生産物量の場合には、この生産物量がそれぞれの特殊な種類の生産物に対する量的に規定

された社会的欲望に適合しているかどうか、したがって、これらの量的に限定されている社会

的欲望に比例して労働がいろいろな生産部面に均衡を保って配分されているかどうかに、かか

っている」(同前、821)のである。こうして、「分業によって独立化された特殊な社会的諸生産

部面」の関連を明らかにする「社会的総資本の流通過程」は、商品諸資本の諸成分の価値量の

みならず、それら諸成分の「社会的生産物量」(「社会的規模での使用価値」)をも併せて考察

されねばならず、両者の一体的な分析を必要とするのである。関根氏の鉄と小麦の二部門から

なる上の表式的関連の提示は、従来必ずしも十分に考慮されていない資本家的再生産における

社会的諸商品の価値量と「生産物量」との二次元的分析に途を開くものであるといってよい24。 

――――――――――― 
23 この制約式(*)については、左辺のλxＸyは、表式の価値量Ⅱｃである。剰余価値率をｅと

して、右辺のＬxは、労働力の価値に等しい可変資本価値Ｌx/(1＋ｅ)と剰余価値Ｌxｅ/(1＋ｅ)

の合計であり、Ｌxは表式のⅠ(ｖ＋ｍ)である。それゆえ、制約式(*)λxＸy≦Ｌxは、Ⅱｃ≦Ⅰ

(ｖ＋ｍ)と同等である。 
24「社会的総資本の流通過程」の考察方法について、マルクスは次のようにいう。「資本の価

値生産や生産物価値を個別に考察していたあいだは、商品生産物の現物形態は･･･分析にとっ

てはまったくどうでもよかった。それはいつでも一つの例だった。･･･資本の再生産が考察に

はいってきたかぎりでは、･･･商品生産物のうち資本価値を表わす部分は、自分の生産要素

に、したがってまた生産資本としての自分の姿に、再転化する機会を流通部面のなかで見いだ

すということを前提するだけで十分だった。･･･このようなただ形態的な説明の仕方は、社会
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商品資本の価値量と生産物量の二次元で表示される再生産表式では、すべての商品の価値量

が「自己再生産的経済システム」において決定されると同時に、関根氏が利潤論第二節「諸価

格の形成」第一項「生産価格と利潤率」｛7.2.1｝で言及されるすべての商品の価値と剰余価値

率の正値性は、再生産表式論において解明される課題であることになる。いま、関根氏に倣っ

て、考察される資本家経済は、ただ三つの商品だけで営まれている単純な経済とし、三つの商

品は、如何なる具体的な資本家的機構によって達成されたかを問わずに、資本により「社会的

に需要される商品の適切な量」(Sekine〔1997〕V.1,131)を供給されているとする。Ｘ，Ｙ，

Ｚがそれぞれ、生産財、賃金財、奢侈財の産出量、Ｘx、Ｘy、Ｘzがそれらの生産に必要な生

産財の諸量、Ｌx、Ｌy、Ｌzがそれらの生産に必要な労働時間数としよう。以上の変数はすべ

て正である。関根氏が「技術的複合体」(Sekine〔1997〕V.2、13)と呼ぶこの資本家経済の物

量的関連｛(Ｔ)}は、次のように示される25。 

  生産財部門  ( Ｘx Ｌx ) → Ｘ 

  賃金財部門  ( Ｘy、Ｌy ) → Ｙ                          (Ｔ) 

  奢侈財部門  ( Ｘz、Ｌz ) → Ｚ 

                     Ｘx＋Ｘy＋Ｘz≦Ｘ 

 三つの商品の単位当たり価値をλx、λy、λzで表せば、この資本家経済の価値体系は次のよ

うに示すことができる。(ｅ＝剰余価値率) 

                      生産財ｃ  労働     

  生産財部門：Ｘ  λxＸx＋Ｌx＝λxＸ 

  消費財部門：Ｙ  λxＸy＋Ｌy＝λyＹ                       Λ(Ｔ) 

  奢侈財部門：Ｚ  λxＸz＋Ｌz＝λzＺ  

                (Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)/(1＋ｅ)≡λyＹ 

関根氏は、価値体系の解法と意味について、次のように主張している。「この価値体系、あるい

はＴについてのΛ演算は、すべての商品が社会的に必要な活動水準で生産されているとき、諸

価値と剰余価値率(λx、λy、λz、ｅ)を決定する。このケースでは、λxは第一の等式から直ち

に求められる。その価値の次の２つの等式への代入で、われわれは、λyとλzを決定すること

ができる」(Sekine〔1999b〕、71)。この価値体系の「最後の恒等式の左辺は、｛社会の可変資本

――――――――――― 
的総資本とその生産物価値との考察ではもはや十分ではない。生産物価値の一部分が資本に再

転化し、他の一部分が資本家階級と労働者階級との個人的消費にはいるということは、総資本

が結実した生産物価値そのもののなかでの運動を形成する。そして、この運動は、価値補填で

あるだけではなく素材補填でもあり、したがって、社会的生産物のいろいろな価値成分の相互

の割合によって制約されているとともに、それらの使用価値、それらの素材的な姿によっても

制約されているのである」(『資』Ⅱ、484-5)と。重要な指摘であるが、社会的総資本の商品

総体の考察において、諸商品資本の価値量とともに生産物量を明示することなしに、マルクス

の表式におけるように、社会の総商品生産物を生産手段と消費手段とにいわば質的に区別する

だけで、社会的総商品の流通に対する「使用価値、それらの素材的な姿」からの「制約」を十

分に明らかにしうるか否かである。資本家社会の「再生産過程は、Ｗ'の個々の成分の価値補

填と素材補填との両方の立場から考察されなければならない」(同前、483)というマルクスの

主張は、社会的総商品Ｗ'の諸成分の価値の量的補填と素材の量的補填とを含意するものとし

て解釈し直す必要があると思われる。 
25 技術複合体を含めて以下の表記の仕方については、関根〔1999〕、67頁、参照。 
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の総価値に等しい――筆者｝社会の必要労働を表現し、その右辺は･･･賃金財の産出の価値を表

現している。その恒等性は、労働者は彼らの必要労働の生産物を買い戻すという、以前に言及

した存立可能条件を示している」(同前)と。 

 諸価値の正値と剰余価値率ｅ＞0 については、価値体系の第２式と第４式の展開から導き出

される資本家経済の社会的物質代謝の諸事態から説明される。すなわち、価値体系の第２式と

第４式とを統合すると、 

  λxＸy＋Ｌy ＝λyＹ≡(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)/(1＋ｅ) 

であるが、それに第１式λx＝Ｌx/(Ｘ－Ｘx)を代入すると、次になる。 

  ｛Ｌx/(Ｘ－Ｘx）｝Ｘy＋Ｌy＝(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)/(1＋ｅ)       (3-3) 

 (3-3)式の左辺は正である。というのは、「技術は“生産的”であるという想定に基づいて」

(Sekine〔1997〕V.2、19)、「最初の不等式、Ｘ－Ｘx＞0は自己補填条件(Ｘ≧Ｘx＋Ｘy＋Ｘz）に

よって保証されている)からである」(同前)。どんな社会的物質代謝においても生産財部門は純

生産条件をみたす必要があるので、Ｘ－Ｘx＞0であれば、Λ(Ｔ)の第１式の生産財価値λxは正

であり、それを代入してえられるλyとλzも正である。 

 つぎに、関根氏は、剰余価値率ｅが正である条件について次のように述べられる。(3－3)式

において、いまもしｅ＞0であれば、Ｌyを消去して、次が成り立つ。 

0 zx x
x y

L L L
X X X                        (3-4) 

また、(3-4)式から、その両辺にＸyをかけ、Ｌyを加えると、「われわれは、 

  λxＸy＋Ｌy ＜Ｌx＋Ｌy＋Ｌz 

に後戻りすることができ、その結果、(3-3)式を満たすようなｅ＞0をいつも見いだすことが可

能である」(Sekine〔1999b〕、71)。「したがって、われわれは、上の不等式(3-4)はｅ＞0と同値

であると結論づけることができる」(同前)と主張される。λxＸy＋Ｌyは価値値体系Λ(Ｔ)の第

2式で示される賃金財の総価値(λyＹ)であり、その総価値が社会の労働者階級が支出する労働

量(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)より小さいことは、労働者階級が支出する総労働は剰余労働を含み、ｅ＞0と

なる。資本家経済の価値体系に潜む(3-4)式の物質的関連が、剰余価値率ｅの正値性を示すので

ある。 

関根氏の諸価値λiの正値およびｅ＞0の論証において重要な点は、それらが資本家経済の

物質的過程との関連で説明されている点である。前者の正値性は、あらゆる社会の物質代謝の

継続に不可欠な生産財の「自己補填条件」(＝純生産条件)を資本家経済も充足しているという

事態から説明されている。後者の剰余価値率ｅ＞0は、資本家経済において労働者は労働力の

価値に等しい生活資料を買い戻すという労働者階級の生存に関わる事態を基礎に、労働者階級

が取得する生活資料商品の価値(社会的必要労働)が、労働者階級が支出する総労働量より小さ

いという関連の導出によって論証されている。いうまでもなく、剰余労働の社会的な支出の意

義は多面的であり、「資本が剰余労働を発明したのではな」(『資』Ⅰ、305)く、剰余労働の定

在は他の社会とも共通する事態であるが26、関根氏は、三財の資本家経済のいわゆる買戻し関

――――――――――― 
26 どの社会でも生産的労働者は剰余労働を支出するという事態について、関根氏は、どの社

会にも存在し生産的労働者によって養われる「被扶養者」(Sekine〔2004〕、70)の定在から説
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係の内実の反面として、労働者階級が支出する総労働がかれらの取得する生活資料商品よりも

多いという社会的関連を数学的に厳密に論証されたのである。 

 こうして、関根氏は、価値体系における諸商品の価値と剰余価値率の正値を、生産価格と利

潤率の正値性と併せて利潤論で解明されるが、前者の論証は、資本家社会の物質的存立条件や

労働者階級のいわゆる買戻し関係の解明とともに、再生産表式論の重要な一論点をなすのであ

り、資本の再生産過程論で明らかにされるべきであると思われる。 

 (３)ここでは(２)で示した三財の資本家経済の再生産の物量的および価値的な補填関係を数

値例で示し、社会的総資本の流通過程における商品諸資本の「機能的に規定された大きな経済

的」(『資』Ⅱ、439)に「特徴的な社会的な大量運動」(同前)を考察し、資本家経済の「社会的

再生産の諸条件」(同前、483)を定式化し、その「諸条件」の充足は労働時間による商品価値規

定の法則的展開を内包していることを示す。 

 どんな社会の経済においても、社会の成員の物質的基礎は生活資料の消費にあり、生活資料

の生産には、生産手段と労働力とが必要である。生活資料を継続的に生産するためには、その

生産で消費・使用された生産手段と労働力の補填が必要であり、後者の労働力の補填は生産さ

れた生活資料により行われるが、前者の生産手段は別種の生産部門すなわち生産手段生産部門

の生産物から補填されねばならならない。「どんな社会も、その生産物の一部分を絶えず生産手

段に･･･再転化させることなしには、･･･再生産することは、できない」(『資』Ⅰ、737)。生産

手段生産部門の生産も生産手段と労働力とによって生産物としての生産手段を生産するのであ

るから、社会的生産を総体としてみれば、生産手段を「自己補填」的に生産する生産手段生産

部門が存在することになる。つまり、どんな社会の経済においても、社会的生産物は、機能的

に異なった役割をする生産手段と生活資料とに分かれ、生産諸部門で消費された生産手段と労

働力は、それぞれ社会的生産物から補填されるのであるから、社会的再生産の考察では生産手

段生産とそれ以外の生活資料生産という社会的関連の分析が基本となる。資本家経済は、あら

ゆる社会で遂行されるこの生産手段と生活資料の再生産を、「相互に絡みあい、相互に前提し合

い、互いに条件をなし合っている」(『資』Ⅱ、432)個別諸資本の循環運動を通して遂行する。

ゆえに、個別諸資本の循環の絡み合いを、機能的に規定された商品諸資本の「特徴的な社会的

な大量運動」として総括し、商品諸資本が社会的にどのような「価値補填と素材補填」を展開

するのかを分析すれば、資本家経済の「社会的再生産の諸条件」を示すことができるのである。 

 資本家経済の商品諸成分の「価値補填と素材補填」の運動を示すために、関根氏の「技術複

合体」(物量体系)とその価値体系とを以下の三財の経済の数値例で定式化しよう。資本家経済

の物量体系(Ｔ*)は、各部門とも均斉的に10％の率で拡大すると想定する。  

                   生産財  労働     産出   

  生産財部門：Ｘ  ( 50、 20 ) →  132    

  賃金財部門：Ｙ  ( 40、 30 ) →   88         (Ｔ*)    

  奢侈財部門：Ｚ  ( 30、 40 ) →   90      

                 計 120、 90             

――――――――――― 
明している。関根氏は、「被扶養者」を病人・老人・子供のような自然的「被扶養者」と、防

衛・教育・祭祀・芸能・行政・などに従事する社会的「被扶養者」に分けられているが、詳細

は、Sekine〔1997〕V.1、128-29頁、またはSekine〔2004〕、70頁を参照されたい。 
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 資本家経済の再生産過程は、社会的「生産者たち自身によって彼ら相互のあいだに形成され

る需要供給」(『資』Ⅲ、245)の基礎にある事態、つまり消費された生産諸手段の補填・供給運

動と、「社会の総収入を相互のあいだで分配して収入として･･･消費する」(同前)生活諸資料の

供給運動とから構成される。その過程は、「それぞれ特殊な種類の生産物に対する量的に規定さ

れた社会的欲望」(同前、821)を充足する「社会的規模での使用価値」(同前)を基礎に分析され

ねばならない。上に挙げた資本家経済の物量体系における産出量の数値は、三つの商品で営ま

れている経済において、それを達成する資本家的機構を問うことなしに、資本によって供給さ

れた「社会的に需要される商品の適切な量」(Sekine〔1997〕V.1,131)であり、また諸部門の生

産条件も正常と想定され、その産出をもたらす生産諸要素の数値も適切な量であるとする。つ

まり、上の資本家経済の物量体系は、「資本主義的生産過程の総姿態の認識」(『資』Ⅲ、245)

のために、資本家的機構により達成される諸商品の需給一致の傾向を前提に、資本家市場の「需

要供給が作用するための基礎」(同前、228)を示したものである。 

 生産財・賃金財・奢侈財の単位当たり価値をλx、λy、λz、剰余価値率をｅとし、1時間当た

りの労働力の価値を賃金財 0.889 単位の価値と仮定する27 (時間当たりの労働者の実質賃金は

消費財0.889単位である)と、上の物量体系は次のように価値体系として示され、諸価値と剰余

価値率との値を与えることができる。 

 資本家経済の価値体系 

  生産財部門：Ｘ  50λx＋20＝132λx 

  賃金財部門：Ｙ  40λx＋30＝88λy                         Λ(Ｔ*) 

  奢侈財部門：Ｚ  30λx＋40＝90λz  

               (20＋30＋40)/(1＋ｅ)≡80λy 

   解：λx＝0.2439、λy＝0.4518、λz＝0.5257、ｅ＝1.4902  

労働１単位当たり労働力の価値＝1/(1+ｅ)＝0.4016 

 この資本家経済の再生産を、価格を暗黙にしつつ生産物量と価値量との二次元で、第１期始

めのΣＣ→第１期末のΣ(Ｃ、ｃ)→第二期始めのΣＣを図示すれば、次の図Ⅲ-1のようになる。  

図Ⅲ-1において生産手段・不変資本について資本家経済の「社会的再生産の諸条件」をみれば、

物量的には、第１期の生産財部門の生産財産出 132 単位は、その流通をとおして、第２期の生

産のために三部門Ｘ・Ｙ・Ｚでそれぞれ第１期に消費された生産財 120(＝50＋40＋30)単位を

補填・更新するのみならず、10％の均斉的成長という想定のもとで各部門の生産財10%、つまり

12（＝5＋4＋3)単位だけ増大しうることを示している。すなわち、生産技術不変の条件のもと

でこの資本主義経済が10％の均斉的成長をするためには、三つの生産部門はそれぞれ第１期の

生産財と比べて10％多い生産財を必要とするが、それは、生産財部門の生産財供給132単位が、

均斉的成長をする三つの部門の 132(＝55＋44＋33)単位の生産財需要を満たすことによって、

達成される。各部門が第2期に10％多い生産財を取得しうるということは、物量と価値量とは

商品の二次元として統一的に存在するので、各部門の第2期の生産財価値量は、第1期に投入

した生産財価値量より10％多いことを、それゆえ生産財商品について価値規定が貫徹している

ことを意味する。この事態は、図Ⅲ-1における各部門の価値の行をみれば明らかである。各部 

――――――――――― 
27 価値体系Λ(Ｔ*)では90時間の労働を支出する労働者階級が80単位の賃金財を取得するの

で、1時間当たりの労働力の価値は、80÷90＝0.889単位の賃金財の価値である。 
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図Ⅲ-1　物量・価値量で表示された再生産表式(均斉的成長)
第１期 第２期

産出
生産財Ｘi 労働Ｌi

(補填) (蓄積) (補填) (蓄積)

物量 50 20 132 50 5 20 2
生産財Ｘ 生産価格 ー ー ⇨ ー ⇨ ー ー ー ー

価値 12.195 8.032 32.195 12.195 1.22 8.032 0.803

物量 40 30 88 40 4 30 3
賃金財Ｙ 生産価格 ー ー ⇨ ー ⇨ ー ー ー ー

価値 9.756 12.047 39.756 9.756 0.976 12.047 1.205

物量 30 40 90 30 3 40 4
奢侈財Ｚ 生産価格 ー ー ⇨ ー ⇨ ー ー ー ー

価値 7.317 16.063 47.317 7.317 0.732 16.063 1.606

投入
生産財Ｘi 労働Ｌi

投入

門の第１期の生産財投入はそれぞれ、生産財部門では物量50・価値12.195、賃金財部門では物

量 40・価値 9.756、奢侈財部門では物量 30・価値 7.317 であり、その総計は物量 120・価値

29.268あるが、第１期の生産財部門の生産財産出(物量132・価値32.195)のうち、第１期に三

部門で消費された生産財を補填する120単位の価値は29.268であり、各部門はそこから消費し

た生産財を同物量・同価値で補填することができ、残りの蓄積部分 12 単位(＝5＋4＋3)・価値

2.927(＝1.220＋0.976＋0.732)で 10％の均斉的成長が可能である。つまり、資本家経済がその

再生産においてどの社会とも共通に生産財の「素材補填」・蓄積を適切な量でおこなうことが必

然であるかぎり、それは同時に消費された生産財価値の産出物からの適切な量での「価値補填」・

蓄積であるということになる。ゆえに、生産手段・不変資本について資本家経済の「社会的再

生産の諸条件」は、商品資本としてみた、関根氏の技術複合体(Ｔ)(物量体系)のＸx＋Ｘy＋Ｘz

≦Ｘである。 つぎに可変資本・労働力に関して、資本家経済の「社会的再生産の諸条件」を

みれば28、労働力が商品化されている資本家経済において、資本が生産に必要な労働力を継続的

に購買可能であるためには、労働力を販売した労働者が生活において労働力の再生産を可能と

されなければならない。労働力の再生産は、その時々に社会的に決定されている適切な生活水

準のもとで、労働者が労働力の販売によって取得する賃金で、労働力の価値に等しい生活資料

商品を買い戻すことによってなされる。それゆえ、可変資本・労働力に関する資本家経済の再

生産の諸条件とは、三財の価値体系Λ(Ｔ)でいうと、左辺が総労働力の価値を示し右辺が総賃

金財の価値を示す(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)/(1＋ｅ)≡λyＹを満たすことであり、それは、労働力を販

売した労働者が労働力の価値に等しい賃金財商品を買い戻しうることを意味している。 

 図Ⅲ-1の10％成長する資本家経済の数値例で、資本による労働力購買についての再生産の諸

条件を説明しよう。労働1時間に対して賃金財0.889 単位という社会的に決定されている労働

者の生活水準についての前提のもとで、労働者は、労働 1 時間に対して支払われる労働力の価

――――――――――― 
28 本稿では、拡大再生産に必要となる労働力の増大は相対的過剰人口から供給されるものと

想定する。相対的過剰人口の存在は、宇野氏の「資本家的蓄積の現実的過程」における資本蓄

積の二様式の交替に基づく「資本主義に特有なる人口法則」(宇野〔1964〕、107)の展開に拠っ

ている。 
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値 0.4016 で、賃金財商品 0.889 単位(λy×0.889＝0.4016)を買い戻すことができなければな

らない。また、10％の均斉的成長を達成するためは、資本家経済の第２期の雇用量は三つの部

門で第１期の労働量90時間より10%多い99(＝22＋33＋44)時間でなければならない。第１期の

賃金財部門の生産物・賃金財は物量 88・価値量 39.756 であり、第 2 期に諸資本が購買しなけ

ればならない労働量 99 時間の労働力の価値 39.758(＝99×0.4016)に等しい。諸資本は可変資

本として99時間の労働力を購買可能であり、労働者階級はその労働力の販売により労働力の価

値に等しい賃金財 88 単位・価値 39.758(＝88×0.4518)を取得することができ、第 2 期に社会

的に決定された生活水準での生活において労働力を再生産可能である。 

 このように、資本家経済がどの社会の再生産においても遂行される社会的再生産の諸条件を

充足すること、すなわち社会的生産物から適切な量で消費した生産手段の補填・蓄積および労

働者階級の生活資料の取得を可能とされることと、不変資本として投入・消費された生産財の

同量の価値での補填、および可変資本として労働力の価値を支払われた労働力が一定の生活水

準での賃金財商品を労働力の価値に等しい価値で買い戻すこととが、同時に実現されるのであ

る。こうして、資本家経済における適切な量での社会的再生産の「素材補填」の必然性は、同

時に、諸資本によって産出された諸商品による前の期と同量での投入諸商品の「価値補填」を

もたらすのであり、それは、資本の再生産過程において労働時間による商品価値の規定が法則

的に展開することを意味する。ゆえに、再生産表式として示される資本家経済の商品資本の流

通過程は、商品諸資本の「価値補填と素材補填」の運動のなかに、「価値法則の絶対的基礎」

(宇野〔1964〕、115)を有することを明らかにしているといってよいのである。 

 もっとも、資本家経済における社会的再生産の諸条件の充足が商品諸資本の再生産上の補填

運動に価値法則を展開させることは、資本家経済を現実に遂行する資本家的機構すなわち諸資

本の投資競争からの抽象において明らかにされるのであって、そこで明らかにされる「価値の

法則は、ただ内的な法則として･･･作用するだけ」(『資』Ⅲ、1125)である。資本家市場にお

ける諸商品の需給一致の傾向を基礎に与えられる諸商品資本の適切な供給量の想定のもとで、

社会的再生産の諸条件としての資本による生産財・労働力の補填と労働者による賃金財の買戻

し関係とは、図Ⅲ-1に即していって、各部門の今期の生産手段・労働の投入Σ(Ｃi、Ｌi) ⇒

各部門の今期の産出ΣＣi’⇒各部門の次期の生産手段・労働の投入Σ(Ｃi、Ｌi)の関連のなか

に、生産財の同価値量での補填および可変資本としての労働力の価値と賃金財価値との同等性

とを明らかにし、資本の再生産過程に労働時間による商品価値規定の法則的展開を示すことが

できるが、そこにおける諸商品資本の同量での「価値補填と素材補填」とは、三部門の今期の

諸商品資本の交換比率を明示した商品流通に媒介されてはいない。例えば、図Ⅲ-1における

賃金財部門の今期の生産物である物量88・価値量39.756の賃金財(の一部)と、同部門が次期

に必要とする物量44・価値量10.732の生産財とが、どのような比率で交換されるかは、分配

論・利潤論で明らかにされる事態であって、資本の再生産過程論では明らかにされえない。そ

れゆえ、個別諸資本の競争が資本家経済の現実的過程のなかの諸資本に「内的な法則」として

の価値法則を強制することは、資本家経済における一般的利潤率の形成と諸商品の実際の「供

給の条件」としての生産価格の解明とともに、さらに確証されなければならない点である。そ

して、これは、〔Ⅳ〕でみるように、関根氏が開発した商品資本の三次元表示という方法で、

資本家的経済の実際の諸商品(資本)の交換関係を示すことによって明らかされるのである。 

 図Ⅲ-1は、資本家経済がどの社会も共通に達成しなければならない社会的物質代謝を諸商
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品(資本)の「価値補填と素材補填」のなかに労働時間による価値規定の法則的展開として遂行

していることを示している。だが、図Ⅲ-1に示されている物量と価値量で表示される資本の

再生産過程は、いわば閉じていない29。そこでは諸商品の実際の交換関係が示されていないば

かりではない。総剰余価値が資本家間でどのようには分配されるかもそこでは明らかにされえ

ないので、資本家用消費財である奢侈品が諸部門の資本家にどのような量で配分されるかも明

示しえない。そこで明らかにされるのは、総剰余価値＝奢侈財価値＋各部門の蓄積額総計とい

う大枠のみである。社会的総資本が生産過程で創造する総剰余価値がどのように各資本に分配

されるかは、いうまでもなく、諸資本の競争による一般的利潤率の形成を基礎に達成される諸

商品の実際の「供給の条件」である生産価格の解明において明らかにされるのである。 

（４）関根氏は、すでに見たように、生産論第４章第２節第一項を「労働価値説」と題され、

第２節「価値形成・増殖過程」で労働価値説を論証しうると主張されている。それを支える関

根氏の主要な論点は、「資本主義社会ではすべての使用価値は社会的必要労働で生産される傾向

があるという命題は、資本主義社会の存立可能性を意味」(Sekine〔1997〕V.1,134)するという

主張であり、関根氏はは、「歴史的な社会は、もし直接的生産者が彼らの必要労働の生産物への

アクセスを保証されれば、存立可能である」(同、134)と主張される30。そして、直接的生産者

の「彼らの必要労働の生産物へのアクセス」の保証は、資本家経済では、労働者による労働力

の価値に等しい生活資料商品の買戻しとしてなされ、その買戻し関係が資本の再生産過程で論

証される事態であることは、〔Ⅲ〕の(３)で、可変資本・労働力に関する資本家経済の「社会的

再生産の諸条件」の検討で、三財の資本家経済の数値例に即して確認した。 

 それゆえ、関根氏の上の主張は、原理論の体系的位置を問わなければ、いずれも容認しうる

ものであるが、問題は、それらの主張が関根氏の主張されるように生産論・「資本の生産過程」

論で明確な基礎をもって主張しうるか否かである。ここでは、(３)で検討した資本家経済の「社

――――――――――― 
29 マルクスは再生産表式による社会的総資本の再生産過程を閉じたものとして展開してい

る。それを可能にしているのは諸商品資本の諸成分が「価値どおり」(『資』Ⅱ、484)に交換

されるという想定である。もし、表式において諸商品の交換を論ずるとしたうえで、その交換

を「価値どおり」の交換として展開するかぎり、再生産表式は、事実上「平均利潤率の相違」

(『資』Ⅲ、195)を内包するものになり、一般的利潤率が支配的である「資本主義的生産の全

体制」(『資』Ⅲ、195)とは両立しないも事態の想定となり、「資本主義的生産過程の現実の内

的関連の分析」(『資』Ⅲ、195)ではなくなってしまう。本文でみたように本稿では、マルク

スのいう諸商品資本の「価値補填と素材補填」を、諸商品の交換関係とは切り離して理解し、

今期の産出である諸商品資本による次期の諸部門の投入の「補填」が、どの社会も社会的物質

代謝を遂行するために共通に必要な生産物のあいだの適切な量での「価値補填と素材補填」の

必然性を主張するものとして、解釈し直している。マルクスは、再生産表式を資本家経済の再

生産における生産物量を明示することなしに定式化しているが、その不備が、表式に示される

価値量がもつ意味を不明瞭にし、諸商品資本の「価値どおり」の交換に頼る事態を招来させて

いる。再生産表式に示される価値量は、資本家経済の再生産における諸商品資本の生産物量と

の関連において示されるべきであると思われる。 
30 資本主義社会ではすべての使用価値は社会的必要労働で生産される傾向があるという命題

が、原理論体系で最終的に論証されるのは、利潤率を基準とする諸資本の競争による資本スト

ックの生産諸部門への均衡配分という資本家的機構によってである。それゆえ、生産論では、

その命題は、その資本家的機構を想定しつつ価格メカニズムによる諸商品の需給一致という資

本家経済の経験的事実を基礎に、前提される以外にない。 
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会的再生産の諸条件」との関連で、〔Ⅱ〕の(２)で検討を留保した関根氏の「資本主義社会の存

立可能性」の論証について簡単に検討しておこう。 

 関根氏の主張の不充分さは、次のように問えば、直ちに明らかになる。すなわち「資本主義

社会の存立可能性」は、直接的生産者の生活資料への「アクセス」の資本家的形態たる、労働

者による労働力の価値に等しい生活資料商品の買戻し関係のみによって明らかになるか、と。

すでにみたように、資本家経済の存立可能性は資本家経済の「社会的再生産の諸条件」の充足

によって示しうるのであって、その「諸条件」には労働力の「社会的再生産」の条件のほかに、

生産で使用された生産手段の補填という「社会的再生産」の物的条件の解明が不可欠である。

これら資本家経済における２つの「社会的再生産の諸条件」は、相互に独立に存在するのでは

なく、資本家経済の物量体系と価値体系とのなかに統一されて存在している。それゆえ、図Ⅲ

-1の第１期に即していって、労働者階級による労働力の価値に等しい賃金財商品の買戻し関係

{90の総労働力価値36.142(＝8.032＋12.047＋16.083)＝80単位の賃金財商品の価値36.142(＝

80×0.452)も、賃金財部門の生産の継続、つまり労働力の購買のみならず生産財の購買(補填)

を通して達成されるのであって、労働者による労働力の価値に等しい生活資料の買戻し関係そ

れ自体も、資本家経済の物量体系を前提としたそれとの統一において明らかになる事態である。 

 関根氏は、「労働力の賃金財との交換は、･･･普通の商品交換ではない。それは生産過程を通

した商品交換である」(Sekine〔1997〕V.1，139)であるとして、資本家経済における労働者の

賃金財への「アクセス」の形態的な特徴を強調されている、そして、それ自体は間違っていな

いが、しかし、労働者の賃金財への「アクセス」を「生産過程を通した商品交換」という形態

的特徴を指摘するだけでは、労働者の賃金財への「アクセス」(いわゆる買戻し関係)を明らか

にすることはできない。労働者の賃金財への「アクセス」と資本家経済の「存立可能性」との

論証は、すでに図Ⅲ-1に即してみたような、資本家経済の物量体系と価値体系としての二次元

での解明を基礎に、各部門の生産において消費された生産財の生産財部門からの補填と、各部

門の資本に労働力を販売した労働者が賃金財部門から購買する労働力の価値に等しい賃金財の

取得とにおいて明らかになる事態である。それは、資本の再生産過程で明らかになるのであっ

て、生産論・「資本の生産過程」論の冒頭で明らかにしうることではない。こうして、第4章「資

本の生産過」論における、賃金労働者の「必要労働の生産物へのアクセス」を通した資本家社

会の「存立可能性」についての関根氏の論証は、資本の再生産論で明らかにされる内容の先取

りであるといわざるをえないのである。 

 

〔Ⅳ〕 

 Sekine〔1997〕分配論・第７章利潤論は、第一節「利潤率」、第二節「価格形成」、第三節「利

潤率と技術進歩」から構成されているが、本稿では、第一節と第二節のみを紹介・検討し、第

三節は今後の課題としたい。この〔Ⅳ〕では、本稿のこれまでの検討にもとづき、第一節「利

潤率」における関根氏の主張を簡単に紹介する。 

 「資本の再生産過程」論では、機能的に規定された諸商品資本の「特徴的な社会的な大量運

動」が「価値補填と素材補填」の運動として考察され、社会的総資本は、社会的商品諸資本か

ら消費した生産手段と労働力とを補填し社会的再生産の諸条件を充足しうることが示された。

その考察によって、資本家経済の現実的過程の「内的構成が完成され」(Sekine〔2020〕V.2、

427)ると、つぎの分配論では、「すでに生産された剰余価値が利害関係者によって分けられる資
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本家市場」(同前)が展開され、「剰余価値の分配についての資本家的に合理的な原理」(同前)が

明らかにされねばならない。資本の再生産過程で明らかにされる資本家経済の再生産可能性の

論証は、商品諸資本の補填運動という社会的物質代謝の「内的構成」の解明にすぎず、そこで

は、社会的に創造された総「剰余価値の分配についての資本家的に合理的な原理」は明らかに

されえない。諸商品の「価値と剰余価値とは、それらを体化している商品の販売によってのみ

実現されうる」(Sekine〔1997〕V.2、3)ので、剰余価値の諸資本への分配は、資本家市場にお

ける諸商品の交換関係たる価格の明確な規定によってのみ明らかになる。「換言すれば、産業資

本の諸活動は、それらが資本家市場で現れるように考察されねばならない」(同前)。つまり、

分配論では、「産業資本の活動が生産論におけるようにもはやその生産過程の内部からみられる」

(Sekine〔2020〕V.2、433)のではなく、「資本が生産過程の外部にある資本家的市場において姿

を現す」(同前、434)具体的姿態で考察されねばならない。資本家市場における産業資本の具体

的姿態での考察とは、自然発生的な社会的分業体制のなかで相互に独立して生産活動を展開し、

自らの利害から互いに圧迫を加え合う競争関係のなかにある産業資本のそれであることは、い

うまでもない。 

 資本家市場で現実に競争する産業資本の具体的姿態を明らかにするためには、価値増殖の内

的規定を産業資本の循環・回転運動に即して外的に受けとめ、剰余価値を利潤形態で分配する

いくつかの新しい規定と、それらの規定を基礎に産業資本が資本家市場で競争し資本家経済の

社会的生産を現実に編成する資本家的機構との解明が必要である。関根氏は、第一節「利潤率」

において、「費用価格と利潤率」｛7.1.1｝で剰余価値を利潤形態で分配する資本について新しい

規定を与え、「利潤率に影響する三つの要素」｛7.1.2｝と「産業間の利潤率の相違」｛7.1.3｝と

で、現実に競争している産業資本の利潤率がどのような諸要因によって影響をこうむるかを考

察し、生産技術や回転運動を異にする産業間の利潤率の相違がどのような意味をもつかを明ら

かにしている。 

 関根氏は、「費用価格と利潤率」｛7.1.1｝において、次のように主張される。「産業資本は、

それが生産する使用価値に実質的な関心をもた」(Sekine〔1997〕V.2，3)ず、「利潤の形態で最

大の剰余価値を実現するどんな使用価値も、価値として生産」(同前)する。「この無関心さは、

資本による利潤の公明正大な計算において、そのコストすなわち商品の形成で消費された生産

諸要素の購買価格を越える商品の販売価格の差として、反映される」(同前)。資本家は「商品

の価値を社会的に必要な労働の体化と考え」(同前)ず、不変資本と可変資本の区別は「少しも

重要ではない」(同前)ので、生産手段と労働力への前貸は、「商品の販売とともに回復される」

(同前，4)商品の費用価格と、商品に含まれる剰余価値は「利潤の形態では費用価格を越える販

売価格の“make-up”あるいは“margin”」(同前)とみなされる。「もちろん、商品価値の剰余価

値という成分は、社会にとっての現実の費用である生産的労働を体化している。しかし、資本

家にとっては、商品のこの部分は、まったく何のコストもかからない。こうして、商品の価値

における費用価格の回復は、資本家にとっては至上命題であるけれども、現在の生産からどれ

だけの利潤が得られるかは、彼にとっては明白ではない」(同前)。「利潤率は、資本家の業績の

普遍的な指標、あるいは自己評価と相互比較の基準として現れ」(同前)、「ただこの指標でもっ

てのみ、資本家は主観的にかれの実績を他の者のそれと比較することができ」(同前)、「利潤率

は、彼ら自身のあいだで資本家の相互関係を規制する原理を提供する」(同前)。 

 「生産的諸要素を安く買いその生産物を高く売るために、資本家は貨幣を様々な形で前貸し
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なければならない」(同前)。商品を生産に必要な生産資本には、可変資本のみならず「流動的

成分と固定的成分を構成する不変資本もまた必要である」(同前)。「いくらかの資本は、生産的

活動の中断を避けうるように、流通資本の形態で保持されなければならない」(同前，5)。「資

本家の見地では、ある定められた時間の間に稼がれる剰余価値または利潤(ｓ)は、すべての資

本家機能のために前貸される資本の全貨幣価値(Ｋ)に関連させられねばならない」(同前)。ｒ

＝ｓ/Ｋとして示される「利潤率は、資本家的事業の効率を尺度」(同前)し、「この率が投資の

ある分野で低く、他の分野で高ければ、資本は自動的に前者から後者に移動する傾向がある」

(同前)。「資本の自由な移動の結果、利潤率はすべての生産領域で均等化される傾向があり、こ

うして一般的利潤率と知られているものを確立する」(同前)。「資本家社会ではどんな時にも支

配している一般的利潤率は、その剰余価値の全体がありとあらゆる資本家企業に分配される様

式を決定する」(同前)。 

 第７章第一節第二項で、関根氏は「利潤率に影響を及ぼす三つの要素」{7.1.2}を剰余価値率

(ｅ)、資本の価値構成(ｋ)、資本の回転頻度(ｎ)31であるとし、高い利潤率を求めて相互に競争

する個別諸資本は、それら三つの変数に「ある程度の社会的一様性を達成する」(Sekine〔1997〕

V.2、7)傾向があると主張されている。「剰余価値率は経済全体を通して均衡化する傾向があり」

(同前)、資本の有機的構成と回転期間は「技術的理由のためにある産業と別の産業では異なっ

ている」(同前，10)が、同じ産業内では均等化する傾向見出されると主張している。 

 剰余価値率にかかわる利潤率増進の方法についてみれば、競争場裡の個別資本が、他の企業

と比べて「労働者により長くより激しく働くことを強制」(同前，8)し、「より低い賃金を支払」

(同前)い続けることは労働者の移動から考えて不可能なので、「労働コストを減少させるという

個別資本家の努力は、単に、経済を通じた労働条件と賃金の社会的に一様な水準を確立するこ

とにな」(同前)り、この方法による利潤率増進には限界がある。資本の有機的構成にかかわる

利潤率増進の方法については、競争場裡の個別資本が生産手段を安く購買することや購買した

生産手段のより経済的使用による利潤率増進についても、同様であって、生産手段価格は個別

資本にとって資本家市場で外的に決定されており基本的に個別資本にとっては自由にならず、

その経済的使用の努力は「技術的に不可能である限界がすぐに到達される」(同前，9)。「生産

の非労働コストを節約するという個別資本家の競争的な努力は、現在与えられている生産方法

と両立可能な最も低い資本の価値構成に導く」(同前)。回転期間にかかわる利潤率増進の方法

については、回転期間のうち生産期間については個別諸資本の「競争は、すべての産業で生産

期間をその技術的な最小に短縮する傾向があり、こうして技術的なもの以外の理由での相違を

除去する傾向がある」(同前，10)。回転期間のうち流通期間は、「市場需要の循環的変動」(同

前)や絶えず変動する偶然的要素などの「非技術的な要素によってより重大に影響される」(同

前)が、産業資本のみが考察されるこの理論段階では、「流通期間の長さに影響する偶然的要素

は、容易に説明されえない」(同前)。流通期間の問題は商業資本とその組織の展開によって克

――――――――――― 
31 関根氏は、Sekine〔1997〕V.1、第５章「資本の流通過程」で資本回転の効率を「価値増殖

の週の効率」(Sekine〔1997〕V.1，174)を基礎として規定し、それを「個別企業の価値増殖の

年々の効率」(同前、V.2、5)として使い第７章「利潤論」の利潤率も定式化しているが、第５

章における資本回転の効率についての関根氏の主張については、すでに検討したことがある。

亀﨑〔2014〕、123-127頁、参照。 
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服されるので、「われわれは、その時までこの問題に対する解決を延ばす」(同前)とされている。 

 こうして、第7章第一節第二項の結論として、「ひとまずは、達成可能な最高の利潤率の追求

における産業資本家の努力は、競争諸条件のもとで、同時に資本の有機的構成(ｋ)を技術的に

可能なかぎり低く抑制する一方で、資本の回転の年々の頻度(ｎ)と同様に剰余価値率(ｅ)をそ

れらの技術的制限にまで上昇させるという結果を引き起こすと、結論づけることができる」(同

前，10-11)とされるのである。 

 第７章第一節第三項「産業部門間の利潤率の相違」{7.1.3}では、第二項で明らかにされた、

諸産業のあいだの同等な剰余価値率への傾向と、生産方法という技術的要因から生じる資本の

有機的構成と回転期間の産業間の相違とが、純粋な資本主義経済で競争する個別産業諸資本に

よってどのように扱われるかが考察され、その問題は一般的利潤率と価値から乖離する生産価

格との形成によって処理されることが示唆される。 

 すなわち、異なった産業部門において相違する資本の有機的構成と回転期間とが利潤率を相

違させ、それが継続するとすれば、「明らかに、資本家経済はこの仕方では機能しえない」(Sekine

〔1997〕V.2，11)。利潤率の低い「産業にはどんな投資もされないからである」(同前)。価値

増殖を唯一の推進的動機とする個別諸資本は「流通の商品経済的形態として、現存する条件に

弾力的に適応」(同前、12)し、「価値から(すなわち価値比例的な価格から)乖離する生産価格」

(同前）によって対応する。すでにみたように、産業資本の生産の成果たる商品についてその価

格は、再生産上その回収が「資本家にとっては至上命題である」費用価格成分と、それを超過

する利潤成分とから構成されるが、諸資本総体が形成する総剰余価値は社会的総資本の再生産

遂行の素材補填を制約しないので32、価格に占める利潤成分の量については、利潤率という「資

本家の相互関係を規制する原理」によって決定しうるのである。いいかえれば、資本家的に生

産された商品の価格は、個別資本にとっての再生産の諸条件(費用価格成分)と剰余価値分配の

資本家的形態(利潤成分)とから構成されるが、競争場裡の個別産業資本は、同等な利潤率とい

う「資本家の相互関係を規制する原理」を順守する「価値･･･から乖離する生産価格」の形成に

よって、資本の有機的構成と回転期間という産業間の相違という「条件に弾力的に適応」可能

なのである。 

 資本が生産価格の形成によって、産業間での資本の有機的構成と回転期間の相違という利潤

率に影響を及ぼす諸条件に、どのように「弾力的に適応する」かを明らかにするためには、関

根氏が「技術複合体」(Sekine〔1997〕V.2、12)と呼ぶ「異なった使用価値の生産のために多様

な技術が組み合わされる仕方」(同前)を示す使用価値生産の「技術的データの完全な明細」(同

前)を基礎に、「資本家市場が社会的に欲せられるすべての使用価値の生産を均衡量で可能とす

るメカニズムが明らかにされねばならない」(同前)。諸商品の使用価値生産に関わる「技術的

データの完全な明細」が生産価格の解明に必要であるのは、「剰余価値の利潤としての分配に影

響する」(同前)のは資本運動のその技術的側面であるからであり、「資本家市場が･･･すべての

使用価値の生産を均衡量で可能とするメカニズム」とは、個別資本の部門間移動による資本ス

――――――――――― 
32 この点について、すでに伊藤誠氏によって、「ほんらい剰余労働の成果をどのように配分し

消費するかについて、社会的物質代謝の過程を維持してゆくうえで、一般的な経済原則は存在

せず、いわば原則的に弾力的な自由度がそこに含まれている」(伊藤〔1981〕、284)と指摘され

ている。 
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トックの生産諸部門への均衡配分であることは、いうまでもない。 

 関根氏は、利潤論・第一節の最後に、「商品生産が厳密に価値の生産として考察される」(同

前、13)生産論と「資本家市場における使用価値の区別を明確に考慮する」(同前)分配論との区

別と関連とを明らかにする以下の図Ⅳ-1を掲げ、原理論では「価値の生産価格への転形」は「概

念的」(同前)・質的転形および「数学的、あるいは量的転形」(同前)として二重に展開されな

ければならないという方法論的主張をされている。 

 

  図Ⅳ-1           生産論         分配論 

    
(T)

(T)

＝　　　Λ ＝Ｐ　　

＝　　Ｐ ＝　Λ

明示的側面　　Λ 　　 　Ｐ 　　　

暗黙的側面　　Ｐ 　　　　　　Λ 　　
↑↓ 

図Ⅳ-1について、生産論では、価値と剰余価値とは、一般的に社会的必要労働による価値形成

として論じられ、「現存する技術Ｔに対する明瞭な関連をもって量的に決定されない」(Sekine

〔2020〕V.2、455)のに対して、技術「Ｔをその特定の構成要素とともに提示する必要性は、剰

余価値が利潤として分配されなければならない分配論でのみ生じ」(同前)るので、分配論では

「Λ＝Λ(T)が、現存する技術Ｔとの明示的な関連において、Ｐ＝Ｐ(T)すなわち生産価格との

集合と利潤率とともに、量的に決定される」(同前)。そして、関根氏は、図Ⅳ-1では「横の矢

印が概念的転形を示している。生産論では価値の陰に留まっていた諸価格が、価値を背景に退

けつつ、分配論では最前部に出てくる。それが、 (T)P →Λ についてよりも、 P(T)Λ→ が語

られる理由である」(Sekine〔1997〕V.2、13)と、概念的転形を説明している。数学的転形とい

う問題は、概念的転形が達成された後の分配論で、「価値の大きさと価格の大きさとを関連づけ

る」(同前、14)問題として解明されなければならず、「この転形は、図ではペアの垂直の矢印に

よって示されている」(同前)。 

 次の第二節「価格形成」{7.2}では、主張される価値領域と生産価格領域との相互規定的関

係が「数学的転形」として解明され、その解明が重要なのは、諸商品の「資本家市場は、まる

で価値や剰余価値のようなものはけっして存在しないかのように、すべての商品の均衡価格

(すなわち生産価格)と一般的利潤率を決定する」(同前)が、利潤率均等化の結果である諸商品

の生産価格での交換が、資本家経済の再生産における商品交換のなかに、労働時間による価値

規定を法則的に貫徹させるという事態が存在するからである。一般的利潤率と生産価格とは、

資本の部門間移動という資本家的機構を通した、生産諸部門への資本ストックの均衡的配分の

結果として形成される。社会の資本ストックのその均衡的配分は、すべての資本家市場におい

て「社会的に欲せられるすべての使用価値の生産」を均衡量で達成する傾向があることを意味

する。諸資本によって「社会的に欲せられるすべての使用価値」が均衡量で生産されるという

傾向は、すべての商品がその生産に直接・間接に必要な社会的労働により生産されたものとし

て価値をもち、その価値が実現されうるということを意味するのである。 

 商品の「諸価値は形態においては商品経済的であり、なおかつ実体においては超歴史的であ

る」(Sekine〔2020〕V.2、459)。それゆえ,「諸価値は、資本家社会において価格と現実的経

済生活とのあいだの連結を構成する」(同前)規定である。生産価格での商品販売が社会的総資

本の運動に価値法則を貫徹させることが明らかになれば、資本家経済が知らずに行っているこ
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との意味が、すなわち資本家経済も、価値から乖離した生産価格を通して、あらゆる社会の物

質代謝に共通な、Ⅱｃ≦Ⅰ(ｖ＋ｓ)に示される社会的再生産の物的諸条件と直接的生産者の生

活資料の取得とに基礎を置いていることが明らかになり、それによって資本家経済の批判的理

解が可能となるのである。 

 

〔Ⅴ〕 

 ここでは、関根氏の第三部分配論・第７章利潤論の第二節「価格形成」第一項「生産価格と

利潤率」と第二項「平均利潤の法則」を紹介する。一般的利潤率と生産価格は、「長い期間に

ついて見れば、｛個別資本の――筆者｝供給の条件であり、それぞれの特殊な生産部面の商品

の再生産の条件(『資』Ⅲ、249)であるが、それらは、諸資本の「競争のなかに現れていると

おりの、したがって卑俗な資本家の意識のなかに･･･あるとおりの形態」(同前)であり、「商品

価値のすでにまったく外化された明白に無概念的な形態」(同前)である。それらは、資本家市

場での諸資本の商品売買の絡み合いが「社会的総資本の流通過程」としてどのような内実をも

っているかを明らかにするものではない。それゆえ、一般的利潤率と生産価格とは、資本家経

済の諸資本がその絡みあう流通において生産で消費した生産諸要素を諸資本の産出する生産物

からどのように価値補填・素材補填を達成するかの考察を、資本家経済の再生産の物的および

生産関係的条件の考察を前提に、解明されなければならない。また、資本家経済における諸商

品の生産価格での交換と「素材補填」とその内実としての「価値補填」とは、量的に錯綜した

関係を展開するので、厳密な分析のためには数式によるモデル分析がかかせない。関根氏は、

「価格形成」{7.2}において、三財の商品を生産する一個同一の資本経済を価格体系・物量体

系・価値体系で示した経済モデルを使って、価値と価格との相互的な「数学的転形」を分析さ

れている33。「価格形成」{7.2}における展開は、数理経済学者としての関根氏を特徴的に示す

領域である。 

 (１)では「生産価格と利潤率」{7.2.1}における生産価格と利潤率の正値性に関する関根氏の

論証、（２)では価値・剰余価値率と生産価格・利潤率とが相互規定的であるという「数学的転

形」に関する関根氏の主張、(３)では関根氏が「平均利潤の法則」{7.2.2}として主張される価

値(価格)と生産価格との関連についての展開を紹介する。 

 (１)関根氏は、「生産価格と利潤率」{7.2.1}において、「ただ三つの商品だけが存在する最も

単純なケース」(Sekine〔1997〕V.2，17)のモデル分析により、生産価格と利潤率の正値性を厳

密に論証される。三産業・三商品の経済モデルは、その市場期間は１年とされ、三産業の資本

の回転期間は一様に一年であり、固定資本は簡単化のために捨象される。また、モデルの価格

体系「Ｐ(T)は、どの財も現行の社会的な需要に対して過剰にあるいは過小に生産されていない

という意味で、均衡状態を叙述している」(同前，18)。使われている記号と資本家経済を再度

示しておくと、３産業の「Ｘ，Ｙ，Ｚを、生産手段（あるいは資本財）、賃金財、資本家用消費

財(奢侈財)の産出水準」(同前，17)で、「Ｘx、Ｘy、ＸzをＸ、Ｙ、Ｚの生産に必要な生産手段の

――――――――――― 
33 資本家経済を物量体系に基づく価値体系や生産価格体系で表示する手法は、多くの論者に

よって採用されている。置塩〔1957〕や森島〔1974〕が代表的である。重要なのは、資本家経

済の解明にとって物量体系・価値体系・生産価格体系が理論的にどのような関連にあるかの理

解である。 
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諸量」(同前，17)で、「Ｌx、Ｌx、Ｌzを、その同質な労働の時間数」で示す。これらはすべて正

である。経済体系の技術複合体(物量体系)は次のように示される。 

  生産財部門  ( Ｘx Ｌx ) → Ｘ 

  賃金財部門  ( Ｘy、Ｌx ) → Ｙ                           (T) 

  奢侈財部門  ( Ｘz、Ｌz ) → Ｚ 

                  Ｘx＋Ｘy＋Ｘz≦Ｘ 

 いま、３商品の価格をｐx、ｐy、ｐzで、時間当たり賃金をｗで、一般的利潤率をｒで示すと、

価格体系Ｐ(T)で示される。 

  （ｐxＸx＋ｗＬx)(１＋ｒ)＝ｐxＸ 

  （ｐxＸy＋ｗＬy)(１＋ｒ)＝ｐyＹ              Ｐ(T) 

  （ｐxＸz＋ｗＬz)(１＋ｒ)＝ｐzＺ 

     ｗ(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)≡ｐyＹ 

この価格体系Ｐ(T)は「市場均衡を定義している」(Sekine〔1997〕V.2，17)。Ｐ(T)の最後の恒

等式は、「可変資本ｗ(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)は(賃金財Ｙという物理的な単位ではなく)貨幣の単位での

み前貸しされ、その結果、労働者は、この年の間、先立つ年に生産された賃金財Ｙ(t-1)を購買

することができ、Ｙ(t)の現在の供給が年の終わりに利用可能になるまで、生存可能であること」

(同前)、つまり労働者は支払われた賃金で賃金財を買い戻しうることを示している。この労働

者の買戻しという「制約があれば、Ｐ(T)の最初の二つの等式は、利潤率ｒと同時に、相対的な

均衡価格ｐx/ｗ，ｐy/ｗを決定することができる」(同前，18)。というのは、Ｐ(T)の第１式・

第２式・第４式の３式は、３つの未知数、すなわち貨幣賃金単位での価格ｐx/ｗ・ｐy/ｗと利潤

率ｒを含むからである。「その後、第３の価格等式はｐz/ｗについて解きうる」(同前，18)34。 

 価格体系Ｐ(T)の解法を示した後で，関根氏は、諸価格と利潤率の正値性を証明される。すな

わち、価格体系Ｐ(T)の諸価格が正であることは、「もしｐx/ｗ＞0 とｒ＞0 とであるとすれば、

保証される」(同前，19)とされ、ｐx/ｗ＞0 とｒ＞0 とは、〔Ⅲ〕の(２)における再生産表式論

の考察で(3－4)として示された次の条件 

0
y

zx x
x

L L L
X X X                    (5-1) 

が満たされれば、成立するとされている。資本家経済が(5-1)式を充足しなければならないこと、

およびその充足が諸価値と剰余価値率の正値を意味することは、すでに〔Ⅲ〕の(２)における

資本の再生産過程の考察で示された。すなわち、不等式：0＜Ｌx /(Ｘ－Ｘx)は、関根氏の「自

己補填の条件(Ｘ≧Ｘx+Ｘy+Ｘz)」(生産財部門の純生産可能条件)により成立し、不等式：Ｌx/(Ｘ

－Ｘx)＜(Ｌx＋Ｌz)/Ｘyは、あらゆる階級社会における生産的労働者の剰余労働支出が資本家社

――――――――――― 
34 関根氏による技術複合体を基礎とする生産価格体系と価値体系との定式化は森島〔1974〕

のマルクス理解、すなわち「実物体系と価値体系のあいだの双対性と実物体系と価格体系との

あいだのもう1つの双対性」(4頁)という「マルクスの二重の双対性の考え方」(同前)と同じ

ものである。関根氏の「マルクスの二重の双対性」に対する理解の特徴は、「実物体系」の均

衡が価値体系によってではなく生産価格体系によって成立することを明示的に主張している点

にある。 





33 
 

た人間社会の社会的物質代謝に不可欠な事態を基礎に、論証しうるのである。 

 (２)つぎに「数学的転形」という課題、すなわち諸商品の「諸価値の大きさと諸価格の大き

さとを関連づける問題」(Sekine〔1997〕V.2、14)についての関根氏の主張をみよう。関根氏は、

その問題を次のように定式化している。「資本の価値構成に関する確かな情報が利用可能である

とれば、もし初めに諸価値と剰余価値率とが知られるとすれば、対応する諸価格と利潤率とは

導き出すことができる。同じ条件のもとで、逆のルートもまた辿られうる」(同前、14)、と。 

「数学的転形」の展開において、諸価値と諸価格とを直接的に関連づけるために、関根氏は

価値価格体系Ｑ(T)を導入する。「諸価値(λi,ｉ=x,y,z)は体化された労働のタームで、諸価格

(ｐi,ｉ=x,y,z)は貨幣のタームで定義され」(Sekine〔1999b〕、74)、両者は次元を異にするの

で、直接的に関連づけ、同じ次元で比較較量できない37。「諸価値と諸価格との直接的比較を可

能とするように、諸価値もまた価値比例価格として貨幣のタームで表現することが便利である。

αを体化された労働の貨幣への転換率としよう。そのとき、それをすべての価値(λi,ｉ=x,y,z)

に適用することによって、価値比例価格 

αλi＝ｑi (ｉ=x,y,z) 

がえられる。すべての価格が価値比例的である場合に、νが広く行きわたっている貨幣賃金率

を表すとしよう。･･･そのとき、必要労働の全労働への比率1/(1＋ｅ)はΛ体系における実質賃

金の正確な尺度であるので、ν≡α/(1＋ｅ)であるはずである」(同前)38。 

 価値比例価格ｑi＝αλi(i=x,y,z)と価値体系Ｑ(T)における貨幣賃金率ν＝α/(１＋ｅ)を

使って、価値体系Λ(T)39を価値価格体系Ｑ(T)に転換すると、次になる。 

   ｑxＸx＋νＬx(１＋e)＝ｑxＸ 

   ｑxＸy＋νＬy(１＋e)＝ｑyＹ                        Ｑ(T) 

      ｑxＸz＋νＬz(１＋e)＝ｑzＺ 

    ν(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)≡ｑyＹ 

いうまでもなく、価値価格体系Ｑ(T)は、生産価格体系Ｐ(T)と直接的比較を可能とするために、

「社会的必要労働」によって規定される価値体系Λ(T)に便宜的に貨幣表現を与えた体系であり、

価値体系Λ(T)において諸商品が「価値どおり」に交換されるのではないのと同じように、体系

――――――――――― 
37 櫻井〔1968〕は、価値と生産価格の次元の相違論から『資本論』・宇野・原理論および転形

問題論争を批判的に検討している。櫻井〔1968〕第二章～第四章、参照。原理論における価値

と生産価格の関係は、「資本と賃労働との関係をとおして資本主義的生産の内的構造を一般的

に明らかにする問題の領域と、資本と資本との関係をとおしてその具体的展開をみる競争の領

域と」(i頁)を「次元的区別」(同前)として明確にしたうえで、展開すべきであるという櫻井

氏の主張からは、多くのことを学んだ。 
38 価値体系で支出される労働量は、それをｘ時間とすると、生産物に労働力の価値ｘ/(1＋

ｅ)と剰余価値ｘｅ/(1＋ｅ)を創造する。1/(1＋ｅ)は、生産で支出される労働1時間あたりの

労働力の価値を示す。原理論体系では、労働者は労働力の価値に等しい生活資料商品を買い戻

すので、価値価格体系Ｑ(T)においてνが貨幣賃金率を表すとすると、νは「Λ体系における

実質賃金の正確な尺度であ」り、ν≡α/(1＋ｅ)である。事実、以下に示されるＱ(T)体系と

Ｐ(T)体系の第4式、ν(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)＝ｑyＹとｗ(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)＝ｐyＹとをみれば、価値価

格体系Ｑ(T)の貨幣賃金率νは、生産価格体系Ｐ(T)の貨幣賃金率ｗが取得するのと同じ量の賃

金財{Ｙ/(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)}を取得している。 
39 価値体系Λ(T)については、〔Ⅲ〕の(2)を参照せよ。 
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Ｑ(T)の諸商品が価値比例価格で実際に交換されるのではない。体系Ｐ(T)と体系Λ(T)とは、一

個同一の技術複合体(T)に示される資本家経済の明示的側面と内的暗黙的側面と表現している

のであり、Ｑ(T)は、資本家市場において生産価格で交換される体系Ｐ(T)の諸商品に体化され

た体系Λ(T)の諸価値を「貨幣のタームで表現」したものにすぎない。 

 関根氏は、まず、Ｑ(T)体系と〔Ⅴ〕-（２）のＰ(T)体系とを直接的に比較可能にする「不変

性の仮定」を「賃金財の貨幣価値をｐのそれで測られようとｑのそれで測られようと、等しい

としよう」(Sekine〔1999b〕、75)と前提される。「そのケースでは、われわれは次をもつ。 

   x x

x x

p Y p
q Y qα＝ ＝  

(体系Λ(T)と体系Ｑ(T)との第４式の――筆者｝根本的制約から、いつも 

y y
yx z

p
v w

q Y YL L L ＝ ＝＋ ＋  

であるので、この不変性の仮定はｖ≡ｗであるという仮定に等しい。われわれはまたｖと

ｗの両方を１に等しいと見なすことができる。 

ｖ＝ｗ＝1                 (5-4)  」(同前)。 

 以上の三財の経済における価値価格体系Ｑ(T)と生産価格体系Ｐ(T)との定式化および「不変

性の仮定」40とを基礎に、関根氏は、両体系の資本の有機的構成を以下のように定義し、それら

と剰余価値率ｅ・利潤率ｒを使って両体系における諸商品の諸価格と諸価値との比(ｐi/ｑi)を

定式化し、「数学的転形」を論証される。 

 まず、各部門の「資本の有機的構成を二つの仕方で、価値のタームでのものと価格のターム

での他のものとを定義する」(Sekine〔1999b〕、75)と次のようになる。 

 価値価格での資本の有機的構成ｋi：
x i

i

q X
i v Lk            (5-5) 

生産価格での資本の有機的構成ｋ'
i：

x i
i

p X
i w Lk '

 (ｉ=ｘ,ｙ,ｚ)   (5-6) 

 これらの資本の有機的構成は、資本家経済の一個同一の物量体系を基礎とするので、つぎの

ような関係にある。 

――――――――――― 
40 価値と生産価格を連結するための、Setonのいう「不変性の仮定」(F. Seton〔1978〕、69)

は、転形問題の解法において、総価値＝総生産価格、総剰余価値＝総利潤などとしてさまざま

に想定されうる。価値(体化された労働)の貨幣への転換率をαとすると、本文でのモデルで

は、それぞれ、 

α≡(ｐｘＸ＋ｐｙＹ＋ｐｚＺ)/(λｘＸ＋λｙＹ＋λｚＺ) および 

｛ｅ(Ｌｘ＋Ｌｙ＋Ｌｚ)/(1＋ｅ)｝α＝ｒ{ｐｘ(Ｘｘ＋Ｘｙ＋Ｘｚ)＋ｗ(Ｌｘ＋Ｌｙ＋Ｌｚ)} 

となる。関根氏がここで採用されているのは、価値比例価格体系Ｑ(T)を想定しつつ、労働者

のいわゆる買戻し関係に基づく資本主義の根本的制約条件を基礎に、「賃金財の貨幣価値を、

ｐのそれで測ろうとｑのそれで測ろうと、等しい」という「不変性の仮定」である。しかし、

「αの特定の定義は任意の選択事項である」(Sekine〔1999b〕、75)ので、関根氏は、「たとえ

ば、以下の平均利潤の法則の説明におけるようにそれが適切であるときにはいつも、われわれ

が上･･･｛で｝定義されたような別のαの選択に戻ることを妨げないはずである」(同前)と注

記されている。 
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,x
x

x
xi i i i

v w
w v

p q
q pk k k k' '

   (ｉ=ｘ,ｙ,ｚ)          (5-7) 

 上の資本の有機的構成をＰ(T)とＱ(T)に代入して、それら体系を書きなおすと、Ｐ(T)体系は、

次のＰ’(T)体系として表され、 

   ｗＬx(１＋ｋ'x)(１＋ｒ)＝ｐxＸ 

      ｗＬy(１＋ｋ'y)(１＋ｒ)＝ｐyＹ                        Ｐ’(T) 

      ｗＬz(１＋ｋ'z)(１＋ｒ)＝ｐzＺ 

   ｗ(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)≡ｐyＹ 

Ｑ(T)体系は、次のＱ’(T)体系として表示される。 

   νＬx(１＋ｅ＋ｋx)＝ｑxＸ 

      νＬy(１＋ｅ＋ｋy)＝ｑyＹ                             Ｑ’(T)   

   νＬz(１＋ｅ＋ｋz)＝ｑzＺ 

   ν(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)＝ｑyＹ 

次にＰ’(T)の第１式・第2式をＱ’(T)の対応する式で割り、生産財・賃金財の生産価格/価値

価格の比を求める。 

 

' 1
1

1
x

x x

xk
e

rp
q k                         (5-8) 

と 

y

1 1
' 1 1

y y

y

e
k rp

q k                        (5-9) 

すでに触れたように、「この最後の比率は、採用されている不変性の仮定を考慮すると、１に等

しい」(Sekine〔1999b〕、76)。これらの式に含まれる資本の有機的構成は、価値タームのもの

と価格タームのものとが併存しているので、(5-7)式を使って、資本の有機的構成の次元を統一

した、次の２組の生産財の生産価格ｐx/価値価格ｑxの比に整序する。 

 価値価格タームでの資本の有機的構成を使った生産財の生産価格/価値価格の比  

1
x

x xe k
p
q

１＋ｒ

ｒ－
                         (5-10) 

x

x

kp
q k

ｙ

ｙ１＋ｒ

＋ｅ－ｒ
                          (5-11) 

あるいは  

生産価格タームでの資本の有機的構成を使った生産財の生産価格/価値価格の比 

1
x

x

x

e
kp

q
’１＋１＋ｒ

                       (5-12) 

'
'
y

' '
y y

x

x

k
kk e

p
q １＋ｒ －

                     (5-13) 

 この演算について、関根氏は次のように纏められている。すなわち、演算の結果を「調べる

と、今や、(5-10)と(5-11)は、(ｑx,ｅ,ｋx,ｋy）が事前に知られているとき、(ｐx,ｒ)を暗黙に
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決定していること、そして、(5-12)と(5-13)は、(ｐx,ｒ,ｋ'
x,ｋ'

y）が事前に知られているとき、

(ｑx,ｅ)を暗黙に決定していることは明らかである。換言すれば、もしＱ’(T)がすでに解かれ

ているとすれば、そのときＰ’(T)の核心的変数{ｐxとｒ――筆者}は、直接Ｐ’(T)を解くことな

しに得ることができる、そして逆は逆である。それゆえ、数学的転形問題は、これらの等式に

よって完全に解かれている」(同前、76)、と。 

 諸資本の競争が資本家市場で傾向として達成される全商品の需給一致のもとでは、諸商品の

Ｐ(T)体系による商品売買は、目に見えない「暗黙」の関係であるαΛ(T)＝Ｑ(T)体系と一体に、

資本家経済の「社会的再生産の諸条件」としての「価値補填と素材補填」とを実現するのであ

り、Ｐ(T)体系とαΛ(T)体系＝Ｑ(T)体系とが物量体系(T)を基礎に相互規定的であるのは当然

の事態であり、関根氏はそれを、資本家経済の根本的制約である労働者のいわゆる買い戻し関

係を「不変性の仮定」に想定しつつ、数学的に論証されたのである41。 

 (３)「数学的転形」において、関根氏は、3財の経済におけるＱ(T)体系とＰ(T)体系との価格

比(ｐx/ｑx)を、Ｑ(T)体系に即した(ｑx、ｅ、ｋx、ｋy)およびＰ(T)体系に即した(ｐx、ｒ、ｋ’
 

x、ｋ’y)とで二重に定式化することにより、Ｑ(T)体系の諸価値価格・剰余価値率とＰ(T)体系

の諸価格・利潤率とが相互決定的関係にあることを明らかにした。関根氏は、第７章第２節第

二項「平均利潤の法則」{7.2.2}で「Ｐ(T)とＱ(T)とが相互にどれほど乖離するか」(Sekine

〔1999b〕、81)を明らかにされる。すなわち、「均衡価格(つまり生産価格)は一般に価値に対し

て比例的ではないけれども、それらが比例性から乖離する程度は、任意でも限界なしでもない。

それは、使用価値としての商品生産における技術の可変性によって厳密に予定されている」(同

前)。関根氏は、「平均利潤の法則」{7.2.2}において、(i)「もし社会的総生産物の価格(ｐｘＸ

+ｐｙＹ+ｐｚＺ)がその価値(ｑｘＸ+ｑｙＹ+ｑｚＺ)に等しいと仮定されれば、その時には社会的平

均価値構成より高い資本の価値構成で生産された商品の価格は、その価値より大きく、逆は逆

である」(同前)という第一法則、および(ii)「賃金が上昇するとき、社会的平均価値構成より

高い(低い)資本の価値構成で生産された商品の均衡価格は低下し(上昇し)、賃金が低下すると

き、反対のことが生じる」(同前、84)という第二法則を、数学的に論証される。それに続き、

関根氏は、生産諸部門の生産財や労働の投入の変化が、三財の価値価格と剰余価値率に、およ

び生産価格と利潤率にどのような影響を及ぼすかの詳細な研究を行っている。いずれも、数学

的展開によってなされる詳細な分析であるが、ここでは「平潤利潤の第一法則」(同前、81)に

ついての関根氏の論証を紹介しよう。 

平均利潤の第一法則は、(２)と同じく、資本家経済に「固定資本が存在せ」(同前、81)ず、

１つの資本財だけが存在する３財モデルのＰ’(T)体系とＱ’(T)体系とによって厳密に論証さ

れる。関根氏は、その論証を、価値レベルでの資本の有機的構成を基礎に諸商品の生産価格と

価値価格の比(ｐi/ｑi)の定式化により、構成の高い部面の商品のそれら価格比はその低い部面

の商品のそれより大きいことを、二度、一つは生産部面の諸商品の比較によって、他は資本の

――――――――――― 
41 第七章第２節第一項「生産価格と利潤率」の末尾には、転形問題の解法との関連で、関根

氏により転形問題を論じる論者やSraffianが採用しているとされる、「労働者による賃金財の

消費を賃金財による「労働の生産」として「技術的」に解釈する」(Sekine〔1997〕V.2，23)

「飼い葉方法」(同前)に対する批判的言及が存在する。この点については、なお検討を要する

課題としておきたい。 
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社会的平均価値構成との比較によって論証されている。 

前者からみよう。(２)で示された、Ｐ’(T)体系の第１式をＱ’(T)体系の第１式で割り、生産

財について生産価格と価値価格の比を求める。 

   
'( 1)(1 )

(1 )
x
x

xx
x x

p k rwL
q vL e k      

このｐx/ｑx に含まれる二種の資本の有機的構成を価値レベルで統一するために、(5-7)を使っ

てｋ'
xを除去すると、次になる。 

1
1

x
x x

p w r
q v e rk〔 〕                                         (5-14) 

Ｐ’(T)体系とＱ’(T)体系の第２式および第３式のそれぞれについて、同様の手続きをし、(5-

14)を使って、整理すると、次のような消費財・奢侈財についての生産価格と価値価格の比を求

めることができる42。 

y y

y y

x
x 11 xp r k k

q e k
－ ）（ｐ

ｑ〔 〕                    (5-15) 

   z z
z z11x x

x

p r k k
q e k

－ ）ｐ （
ｑ〔 〕                     (5-16) 

上の演算を基礎に、関根氏は、諸資本の有機的構成と三商品の生産価格/価値価格との比との関

係について、(5-15)と(5-16)とから、ｋy あるいはｋz がｋx より大きければ(すなわち消費財あ

るいは奢侈財の価値レベルの資本の有機的構成が生産財のそれより大きければ)、ｐy/ｑy ある

いはｐz/ｑzはｐx/ｑxより大きく(消費財あるいは奢侈財の生産価格と価値価格の比は生産財の

それらの比より大きく)、逆は逆であるという結論を引き出している(Sekine〔1999b〕、82)。 

 つぎに後者をみよう。関根氏は、三商品のｐi/ｑiを価値レベルでの各資本の有機的構成とそ

れらの社会的平均的な価値構成とで定式化し、三商品の生産価格/価値価格の比較により、「社

会的平均価値構成より高い資本構成で生産された商品の価格はその価値を上回る」(Sekine

〔1999b〕、81)ことを数学的に論証される。 

 まず、価値価格での資本の社会的平均構成ｋと生産価格でのそれｋ’を､それぞれ各部門の、

価値での資本構成の(5-5)と生産価格での資本構成の(5-6)とを使って、次のように定義する。 

  
y z yy

y y y

x x y z x x y z zx x x x z
x z x z x z

k vL k vL k vL k L k L k Lq X q X q X
vL vL vL vL vL vL L L Lk      (5-17) 

――――――――――― 
42 ｐy/ｑyについて(5-16)の導出の計算を示すと、次のようになる。ｐz/ｑzも同様。 

   ｐy/ｑy＝{ｗＬy(ｋ'y +1)(1+r)}/{νＬy(1+ｅ+ｋy)}  

 (5-7)式：ｋ'y＝(ｐxν/ｑxｗ)ｋyを代入して、ｋ'yを除き、整理する。 

  ｐy/ｑy＝〔{(ｐx/ｑx)ｋy +(ｗ/ｖ)}(1＋ｒ)〕/(1+ｅ+ｋy)} 

 (5-14)式を変形し、ｗ/ｖ＝{ｐx/ｑx}{(1＋e－ｒｋx)/(1＋ｒ)}を代入し、整理する。 

  ｐy/ｑy＝(ｐx/ｑx)〔{ｋy +(1＋e－ｒｋx)/(1＋ｒ)}(1＋ｒ)〕/(1+ｅ+ｋy)} 

    ＝(ｐx/ｑx)〔{ｋy +(1＋e－ｒｋx)/(1＋ｒ)}(1＋ｒ)〕/(1+ｅ+ｋy)} 

    ＝(ｐx/ｑx){1 +ｒ(ｋy－ｋx)/(1+ｅ+ｋy)} 
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' ' ' ' ' '

' w w wx x x y x z x x y y z z x x y y z z
x y z x y z x y z

p X p X p X k L k L k L k L k L k L
wL wL wL wL wL wL L L Lk    (5-18) 

つぎに、「どちらのケースでも体系の最後の恒等式を無視しつつ、Ｐ’(T)体系のすべての価格等

式とＱ’(T)体系のすべての価格等式を加算」(同前、82)し、「総社会的生産物の価格(ｐxＸ＋ｐ

ｙＹ＋ｐｚＺ)とその価値(λxＸ＋λｙＹ＋λｚＺ)とが等しい」(同前、82)という「不変性の

仮定」(総生産価格＝総価値価格)を使いつつ、演算をすると、 

1
'(1 ) (1 )

(1 )
w r k

v e k
43                       (5-19) 

をえる。そこでは、(5-17)式と(5-18)式から、
'

x
xp v

q wk k である。「(5-14)式を使って、(5-19)

式からｗ/ｖを除くと、われわれは次をえる」(同前、82)。 

  
( )

11 1x
x

xr k kp
q e k

－
　＋ 44                     (5-20) 

(5-15)式と(5-16)式に、(5-20)式を代入すると、次になる。 

( ) ( )
1 11 1/y y

y

x x

y

p r k k r k k
e k e kq             (5-21) 

( ) ( )
1 11 1/z x x

z
z

z

p r k k r k k
e k e kq            (5-22) 

上記の演算結果、(5-20)～(5-22)について、関根氏は、次のように主張する。(5-20)から「わ

れわれは、もしｋx≧ｋあればかつそのときにのみ、ｐx≧ｑx であり、逆は逆である」(同前、

82)と、(5-21)と(5-22)からは「もし(ｋi－k)(1＋ｅ＋ｋx)≧0であればかつその時にのみ、ｐ

i≧ｑiであり、逆は逆である(i＝y,z)」と、主張されている。そして、関根氏は、「われわれは、

もしｋi≧ｋであればかつその時にのみ、ｐi≧ｑi であり、逆は逆であるという平均利潤の第

一法則を確立した(i＝x,y,z)」(同前、83)と結論づけている。つまり、関根氏は、三財の資本

家経済の再生産モデルにおいて、諸商品の生産価格の価値からの乖離は、「使用価値としての個

――――――――――― 
43 Ｑ’(T)体系：νＬx(1+ｅ+ｋx)＋νＬy(1+ｅ+ｋy )＋νＬz(1+ｅ+ｋz ) 

        ＝ν{(Ｌx+Ｌy＋Ｌz)+ｅ(Ｌx+Ｌy＋Ｌz)＋(ｋxＬx＋ｋyＬy＋ｋzＬz)} 

       (5-17)式を代入すると 

        ＝ν{(Ｌx+Ｌy＋Ｌz)+ｅ(Ｌx+Ｌy＋Ｌz)＋ｋ(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)} 

        ＝ｖ (1＋ｅ＋ｋ) (Ｌx+Ｌy＋Ｌz) 

  Ｐ’(T)体系：ｗ(1＋ｒ)｛Ｌx (ｋ’ x＋1)＋Ｌy (ｋ’ y＋1)＋Ｌz (ｋ’ z＋1)｝ 

        ＝ｗ(1＋ｒ){ (Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)＋(ｋ’ xＬx＋ｋ’ yＬy＋ｋ’ zＬz )} 

       (5-18)式を代入すると 

        ＝ｗ(1＋ｒ){ (Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)＋ｋ’ (Ｌx＋Ｌy＋Ｌz)} 

        ＝ｗ(1＋ｒ)(1＋ｋ’)(Ｌx＋Ｌy＋Ｌz) 
44 変形した(5-19)式：(1+ｒ){(ｗ/ｖ)+(ｗ/ｖ)ｋ'}＝1+ｅ＋ｋに、ｋ'＝(ｐxｖ/ｑxｗ) 

を代入して、整理する。 

(1+ｒ)(ｗ/ｖ)+ (1+ｒ)(ｐx/ｑx)ｋ＝1＋ｅ＋ｋ 

 (5-14)式：(ｗ/ｖ)(1+r)＝(ｐx/ｑx)(1+ｅ－ｒｋx)を代入する。 

  (ｐx/ｑx)(1+ｅ－ｒｋx)＋(1+ｒ)(ｐx/ｑx)ｋ＝1＋ｅ＋ｋ 

 整理すると、(ｐx/ｑx){(1＋ｅ＋ｋ)＋ｒ(ｋ－ｋx)}＝1＋ｅ＋ｋ 
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別的商品生産における技術の可変性によって厳密に予め規定されている」(Sekine〔1997〕V.2、

25)ことを厳密に解明されたのである。 

 

〔Ⅵ〕 

 関根氏は、上でみたように、資本財・賃金財・奢侈財という三財の最も簡単な資本家経済に

おいて、資本家経済を三つの次元ですなわち物量体系(「技術複合体」)・生産価格体系・価値

体系で定式化し、生産価格と利潤率の正値性、および「平均利潤の法則は、資本家市場におけ

る価格の運動を通した、価値法則強制の具体的様態を明確に示す」(Sekine〔1997〕V.2、25)こ

とを数学的に厳密に論証されている。ここでは、関根氏のこの数学的に厳密な論証を、商品諸

資本の売買の考察によって、諸商品の生産価格での販売が労働時間による価値規定をどのよう

に貫徹させるのかを具体的に例示したい。というのは、『資本論』とは異なり生産論で価値どお

りの交換を想定せず、再生産表式のいわゆるⅠ(ｖ＋ｍ)＝Ⅱｃを「部門間の均衡条件」(同前、

vol.１，196)としてではなく「部門間の制約」(同前)とする関根氏の原理論においては、資本

家経済の再生産過程における総商品資本の運動が明示的に示されていないからである。資本家

経済を物量体系{技術複合体(T)}と生産価格体系Ｐ(T)と価値体系Λ(T)とを統合した三次元で

表示し、マルクスが第二部の表式論で行っているように、社会の総商品資本の諸成分が再生産

上の役割からみてどのような転態をするのかを、生産価格での販売という見地から分析するこ

とにしよう。その分析は、資本家経済が、資本の投資競争に強制されて、「社会的再生産の諸条

件」を充足しつつ、その経済の内部に労働時間による価値規定を法則的に展開することを具体

的に示しうるに違いない。いいかえれば、関根氏が開発した物量・価格・価値という三次元の

表示で、生産価格を軸に資本家経済の商品資本の運動を分析すれば、資本家市場における生産

価格での販売が価値法則を強制する「具体的様態」は手に取るように明らかになるだろう45。 

 資本財・賃金財・奢侈財の３財からなる資本家経済を、以下のような、物量体系(「技術複合

体」)・生産価格体系・価値体系で示した数値例で考察する。各部門の投入と産出の物量的関係

は、その時々に与えられている生産力水準によって確定しているとする。資本主義経済は、利

潤率を基準とする諸資本の投資競争により、各財市場の需給一致をもたらす傾向があるので、

資本家市場における各財の需要供給は、各部門の再生産の条件を物量的・生産価格的に充足す

ると想定する。また、資本による雇用は、その時々に与えられている労働者の正常な生活水準

を保証しなければ継続的に維持できないので、労働者は労働力商品の販売により取得する賃金

で、適切な生活水準の内容をなす賃金財量を購買可能とする。 

 この経済は1期毎に10％の均斉的成長を志向すると想定し、物量体系の数値例は、次のもの

とする(第1期から第3期まで表示)。 

         第 1期       ｜  第 2期           ｜   第 3期 

         生産財、 労働     産出  ｜生産財、 労働      産出   ｜ 生産財、 労働        産出 

 生産財： ( 50、 20 ）→ 132  ｜( 55、 22）→ 145.2 ｜( 60.5、24.2 ）→ 159.72 

――――――――――― 
45 再生産表式論を基礎として価値と生産価格の関係を展開する手法は、生産論の内的構造を

明示しつつ、それと諸資本の競争に媒介された資本家市場の実際の売買関係との量的関係を示

しうるので、多くの論者によって採用されている。関根氏の主張に依拠する本稿の展開と関連

が深いのは、伊藤〔1981〕および青才〔2005〕である。 
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 賃金財： ( 40、 30 ）→  88  ｜( 44、 33）→ 96.8  ｜( 48.8、36.3 ）→ 106.48 

 奢侈財： ( 30、 40 ）→ 90  ｜( 33、 44）→  99   ｜( 36.3、48.4 ）→ 108.9 

    計    120、 90            132、 99               145.2、108.9 

 諸資本の競争によって達成される各財の需給一致、および資本家経済の「社会的再生産の諸

条件」の物的充足を、10%均斉的成長をする資本家経済において第1期の産出と第2期の投入と

の数値例で確認しておけば、(i)第 1期の資本財部門の産出である132単位の資本財供給は、第

2期の各部門からの資本財更新需要120(＝50+40+30)と蓄積需要12(＝5+4+3)と一致し、それは

第1期より10％拡大した生産規模を保証する、(ii)労働1単位あたりの労働力の再生産に必要

な生活水準(実質賃金)が 8/9 単位の賃金財であるという社会的決定のもとで、第1期の賃金財

部門の産出である賃金財供給は、第1期に支出された90単位の労働力の生活水準(実質賃金)で

ある80(＝90×8÷9)単位の賃金財より10％多い88単位の賃金財であり、それは第2期の10％

拡大する雇用増大を物的に保証している。なお、奢侈財の供給は、各部門の利潤からの需要に

より一致すると想定されていることはいうまでもない。 

 上の資本家経済の諸商品資本の物量体系は、諸資本の投資競争によってはじめて達成され、

資本家経済の「社会的再生産の諸条件」を充足するのであるが、諸資本は平均利潤を獲得しな

ければ生産を継続的に遂行できないので、資本家経済の物量体系は、生産価格体系と同時に成

立していなければならない。さらに、資本家経済の物量体系は、生産財と労働とによる諸商品

の産出であり、同時に価値体系として示すことができる。いいかえれば、価値体系は、生産価

格の関係を通して遂行される資本家経済の内的関連であり、三つの体系は資本家経済という一

個同一の事態を三つの次元から考察したものである。諸資本の投資競争が実現する資本家経済

の総体的運動は、物量・生産価格・価値という三次元で統一的に表示された資本家経済の現実

的な再生産運動として分析しなければならない46。 

 資本家経済の生産価格での売買が再生産過程の内奥に労働時間の商品価値規定を法則的に展

開することを示すために、第1期から第2期への物量体系47を基礎に、以下の生産価格体系・価

値体系で説明しよう。それらの体系を解き、諸商品の諸生産価格と利潤率、その諸価値と剰余

価値率を示す。この経済は生産方法不変のもとで10％の均斉的成長を継続するので、それらの

値は成長過程で不変に留まる。(生産価格体系と価値体系との第4式は、関根氏の「資本家的市

場の根本的制約」であり、いわゆる労働者の買戻し関係を示す)。 

 

 (ａ)生産価格体系                           貨幣賃金ｗ＝1として、 

  (50ｐｘ＋20ｗ)(1＋r)＝132ｐｘ    ｜   ｐｘ：0.71326 

  (40ｐｘ＋30ｗ)(1＋r)＝88ｐｙ     ｜   ｐｙ：1.125 

――――――――――― 
46 資本家経済を物量体系・生産価格体系・価値体系の三次元で示す表示法は、『資本論』第二

部第三篇の再生産表式における諸部門の商品諸資本の価値量とそれらの価値構成とが物量体系

に基礎を置くものであることを示している。この点については、補論を参照されたい。 
47 第1期の投入と産出の物量体系はつぎのものである。 

投入 (生産財 , 労働)    産出 

生産財部門  （ 50 , 20 ）   132：生産財 

賃金財部門  （ 40 , 30 ） →  88：賃金財 

奢侈財部門  （ 30 , 40 ）    90：奢侈財 
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  (30ｐｘ＋40ｗ)(1＋r)＝90ｐｚ     ｜   ｐｚ：1.1539 

     20ｗ＋30ｗ＋40ｗ≡80ｐｙ      ｜    ｒ ：0.6914 

 (ｂ)価値体系 

    50λｘ＋20＝132λｘ             ｜  λｘ：0.2439 

    40λｘ＋30＝88λｙ              ｜  λｙ：0.4518 

    30λｘ＋40＝90λｚ              ｜  λｚ：0.5258 

    (20＋30＋40)/(1＋ｅ)≡80λｙ   ｜   ｅ：1.4902、労働力の価値＝1/(1+ｅ)＝0.4016 

 この資本家経済の物量体系・生産価格体系・価値体系を、均斉的成長の第１期→第２期につ

いて、生産価格を軸に三次元で統一的に表示すると、下記の図Ⅵ-1と図Ⅵ-2で示すことができ

る。図Ⅵ-1は、第1期の各部門の産出を、商品資本の総体のほかに、生産価格の諸成分(費用価

格の構成部分と平均利潤)の比例部分での価値量・物量でも表示しており、図Ⅵ-2では、その表

示を使って、「社会的総資本の流通過程」における諸商品(資本)の交換Ｗ'－Ｇ－Ｗの個別的売

買を「価値補填と素材補填」の見地から具体的に示している。 

図Ⅵ-1および図Ⅵ-2に示される資本家経済の3次元表示の性格について確認しておこう。す

でに何度も述べてきたように、より高い利潤率を求める諸資本の投資競争は、諸部門の「生産

物量がそれぞれの特殊な種類の生産物に対する量的に規定された社会的欲望に適合」(『資』Ⅲ、

821)するような、つまり物量体系に示される資本家経済の「社会的再生産の諸条件」を充足す

るような、特殊な生産諸部門への社会的総資本ストックの均衡配分をもたらす傾向がある。そ

の傾向は、いうまでもなく、「資本家が主観的にかれの業績を他の者のそれと比較」(Sekine

〔1997〕V.2，4)し「資本家の相互関係を規制する原理」(Outline２，4)たる利潤率を基準に、

社会的資本ストックの部門間移動によって達成され、「生産の社会的均衡を生産の偶然的な諸波 

図Ⅵ-1　生産価格での販売による価値規定の法則的展開(均斉的成長)
第１期 ｜ 第２期

産出 利潤 ｜
生産財Ｘi 労働Ｌi 生産財Ｘi 労働Ｌi ｜ 投入(補填) 蓄積 投入(補填) 蓄積

生産財Ｘ 物量 50 20 132 50 28.04 53.96 ｜ 50 5 20 2
部門 生産価格 35.663 20 ⇨ 94.15 = 35.663 20 38.487 ｜ 35.663 3.566 20 2

価値 12.195 8.0315 32.195 12.195 6.8391 13.161 ｜ 12.195 1.22 8.0315 0.803
｜

賃金財Ｙ 物量 40 30 88 25.36 26.667 35.973 ｜ 40 4 30 3
部門 生産価格 28.53 30 ⇨ 99 = 28.53 30 40.47 ｜ 28.53 2.853 30 3

価値 9.7561 12.047 39.756 11.457 12.047 16.252 ｜ 9.7561 0.976 12.047 1.205
｜

奢侈財Ｚ 物量 30 40 90 18.544 34.665 36.791 ｜ 30 3 40 4
部門 生産価格 21.398 40 ⇨ 103.85 = 21.398 40 42.452 ｜ 21.398 2.14 40 4

価値 7.3171 16.063 47.317 9.7494 18.225 19.343 ｜ 7.3171 0.732 16.063 1.606

備考：物量と価値とは、生産価格構成比で表示

投入 費用価格 生産財Ｘi 労働Ｌi
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図Ⅵ-2　第１期産出→第２期投入・消費における商品諸部分の交換関係
利潤の実現 生産財 労働力 奢侈財

産出・販売 購買 ┃ 産出・販売 購買 ┃ 産出・販売 蓄積・ΔC 蓄積･ΔV 資本家消費

｜ ┃
生産財Ｘ 物量 50 50 ┃ 28.04 20 ┃ 53.96 5 2 28.53
部門 生産価格 35.663 ⇨ 35.663 ┃ 20 ⇨ 20 ┃ 38.487 ⇨ 3.5663 2 32.921

価値 12.195 12.195 ┃ 6.8391 8.0315 ┃ 13.161 1.2195 0.8032 15
┃ ┃

賃金財Ｙ 物量 25.36 40 ┃ 26.667 30 ┃ 35.973 4 3 30
部門 生産価格 28.53 ⇨ 28.53 ┃ 30 ⇨ 30 ┃ 40.47 ⇨ 2.853 3 34.617

価値 11.457 9.7561 ┃ 12.047 12.047 ┃ 16.252 0.9756 1.2047 15.772
┃ ┃

奢侈財Ｚ 物量 18.544 30 ┃ 34.665 40 ┃ 36.791 3 4 31.47
部門 生産価格 21.398 ⇨ 21.398 ┃ 40 ⇨ 40 ┃ 42.452 ⇨ 2.1398 4 36.313

価値 9.7494 7.3171 ┃ 18.225 16.063 ┃ 19.343 0.7317 1.6063 16.545

上の列の 物量 120 90 12 9 90
計 生産価格 85.591 90 8.5591 9 103.85

価値 29.268 36.142 2.9268 3.6142 47.317

生産財の補填 労働力の補填

 

動のただなかを通じて維持」(『資』Ⅲ、1125)される。図Ⅵ-1および図Ⅵ-2に示される資本家

経済の生産価格と物量との行は、資本家の「競争、彼らが互いに加え合う圧力を媒介としての

み貫かれ」(同前)、その「競争や圧力によってもろもろの偏差は相殺される」(同前)資本家経

済の「生産の社会的均衡」を取り出したものである。そこに現れる生産価格は、「競争のなかに

現れているとおりの、したがって卑俗な資本家の意識のなかに･･･あるとおりの形態」(同前、

249)であり、関根氏の用語でいえば、資本家経済の明示的側面である。生産価格について再度

確認しておけば、それは費用価格と平均利潤とから構成されるが、諸商品産出の費用価格成分

は「その商品形態から流通過程を経て絶えず再び生産資本の形態に再転化しなければならず、

したがって商品の費用価格はその商品の生産に支出した生産要素を絶えず買い戻さなければな

らない」(同前、35)資本部分であり、資本補填という「資本主義的生産の独自な性格を表わ」

(同前)す範疇である。他方、利潤成分についてみれば、「利潤はけっして個人的に消費できる生

産物の単なる分配範疇ではない」(同前、1127)。すなわち、利潤成分は、資本蓄積の元本とし

て「資本および労働そのもののいろいろな社会的生産部面への配分」(同前)に関わり、「生産物

の生産そのものの主要因」(同前)でもある。こうして、「長い期間についてみれば、{資本によ

る諸商品の－－筆者}供給の条件であ」(同前、249)る生産価格は、資本家経済の生産関係と分

配関係とを表現する歴史的規定である。 

 それに対して、図Ⅵ-1および図Ⅵ-2に示される価値の行は、「調整的な生産価格」(『資』Ⅲ、

1127)によって傾向として達成される資本家市場における需給一致を基礎に、一定の「社会的規

模での使用価値」(同前、821)量の生産のために、生産手段に体化されている労働を含めて商品

生産に必要な「社会的総労働時間のうちからいろいろな生産部面に割り当てられる部分」(同前)

を示している。つまり、その行に示されるものは、「分業によって独立化された特殊な社会的諸

生産部面のそのつどの総生産物に関して」(同前、820)「社会的総労働時間のうちからただ必要

な比例配分量だけがいろいろな群のなかで費やされている」(同前)という事態、つまり、諸商

品に含まれている価値量である。生産物への社会的必要労働の支出は、「社会がその生産物に対

して支払う唯一の「現実的コスト」であり、生産に関する社会の現実的コストであ」(Sekine
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〔1997〕V.1，138)り、あらゆる社会の人間と自然の物質代謝に要する費用であるが、労働力の

商品化により人間と自然との社会的物質代謝が資本による商品生産・流通として遂行される資

本家経済では、「労働時間による価値量の規定は、総体的な商品価値の現象的な運動の下に隠れ」

(『資』Ⅰ、101)、貨幣形態は「私的諸労働者の社会的性格･･･をあらわに示さないで、かえっ

てそれを物的に覆い隠す」(同前、102)。すなわち、社会的必要「労働が社会の生産の現実的コ

ストである」という側面は、資本家経済では商品価値として定在し、生産価格の明示的側面に

対して暗黙的側面に「内的関係」に留まるのである。また、図Ⅵ-1などに示される諸商品資本

の価値量も、諸資本の競争を通して、各資本に平均利潤をもたらすような社会的総資本ストッ

クの生産諸部面への配分として遂行されるので、各部門で資本によって生産される「社会的規

模での使用価値量」との関連で規定されることになる。 

 以上の資本家経済の 3 次元表示を前提に図Ⅵ-1 でまず確認すべき点は、各部門の諸資本が、

生産価格での商品交換を通して、平均利潤を獲得しつつ、再生産の条件を充足していることで

ある。各部門の利潤率をみれば、生産財部門は38.49÷55.66、消費財部門は40.47÷58.53、奢

侈財部門は42.45÷61.40であり、いずれも0.691であり、平均利潤率を達成している。各部門

の諸資本の再生産の諸条件の充足については、各部門の諸資本が、第1期産出の販売によって、

第2期に10％拡大した生産財と労働とを獲得している点に示されている。たとえば消費財部門

についてみれば、その資本は、第1期・産出の消費財(物量88・価格99・価値39.76)の販売に

より、第1期の投入を補填する生産財(物量40・価格28.53・価値9.76)と 10％増大分の生産財

(物量4・価格2.85・価値0.976)、および第1期より10％増大した労働(物量33・賃金33・労

働力の価値13.252)を購買し、第2期に10％拡大した生産規模を達成しうることを示している。

生産財部門および奢侈財部門についても、同様に資本は第1期産出の販売によって、第2期に

10％拡大した生産財と労働とを獲得することができ、10％拡大した生産規模を達成しうる。さ

らに、各部門の蓄積分を除いた利潤部分(資本家消費分)の総計、すなわち生産財部門32.92(＝

38.49－5.57)、消費財部門 34.62(＝40.47－5.85)、奢侈財部門 36.31(＝42.45－6.14)の合計

103.85は、第1期の奢侈財部門の産出の総価格(103.85)に等しく、資本家の利潤が奢侈財の産

出に支出され、それを購買しうることを示している。 

 図Ⅵ-2は、各部門について、第1期産出諸商品の生産価格構成諸部分がどのような交換関係

を展開し、第 2 期に各部門の投入生産諸要素を補填するか、また利潤成分がどのように分割さ

れて拡大再生産の条件を充たすかを、生産財・労働力の更新および利潤の実現(蓄積部分と資本

家消費部分)に分けて個別的諸商品の交換ごとに表示している。それは、当然の事態であるが、 

生産価格での諸商品の交換が一般に価値比例的な交換ではないことを示している。たとえば、

図Ⅵ-2の消費財部門の第1期産出(消費財)の販売による第2期生産財の補填に関する取引をみ

れば、前者の販売する消費財は{物量25.36・価格28.53・価値28.53}であり、後者の購買する

生産財は{物量 40・価格 28.53・価値 24.29}であり、生産価格でおこなわれるこの商品交換は

同じ価値量での取引ではない48。価値比例的ではない生産価格での商品交換によって、個別諸資

――――――――――― 
48 このことは、再生産表式における生産財部門と消費財部門のあいだの商品転態がどのよう

な事態を意味するかについて検討すべき点を残していることを、示している。たとえば、単純

再生産表式におけるⅠ(ｖ＋ｍ)＝Ⅱｃの定式化を、両部門間の諸商品の「価値どおり」

(『資』Ⅱ、484)の交換として説明する現行『資本論』の主張は問題を孕んでいる。 
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本は、図Ⅵ-1で見たように、第1期の投入よりも10％多い生産諸要素を取得し、第2期の「再

生産の条件」を個別的に充足しうるのである。もっとも、図Ⅵ-2は、社会的な諸商品の取引の

一部には、価値比例的な交換が存在することをも示している。第 1 期の産出→第 2 期の投入・

取得でみて、(1)生産財部門における自己の産出(生産財)による次期の生産財補填、(2)消費財

部門における自己の産出(消費財)の販売による次期の労働力補填、(3)奢侈財部門の蓄積を除く

利潤部分による自己の産出(奢侈財)の取得は、価値比例的な取引である。それらは、表式的に

言っていわゆる部門内取引に相当する交換であり、一般的な商品交換であるとはいえない。 

 第2期の拡大再生産に向けて各部門が第１期より10％多い労働力を雇用することは、図Ⅵ-2

の労働力の補填および利潤の蓄積成分の労働力(蓄積・Δｖ)に示されているが、それに対応し

て、第 1期より 10％多い労働力を販売し 99 単位の労働をする労働者が、第 2期に第 1期より

10％多いの賃金財を取得する取引を示せば、それは三次元表示で次の図Ⅵ-3のようになる。図

Ⅵ-3には、第2期に第１期より10％多く労働する労働者階級は、10％多い賃金財を取得しうる

ことが示されている。すなわち、第2期に99単位の労働を販売する労働者階級は賃金99を支

払われ、それによって88単位・価格99の賃金財を購買しうるが、それは、労働1単位あたり

についての労働力の再生産に必要な生活水準(実質賃金)が 8/9 単位の賃金財であるという社会

的決定を基礎に、99単位の労働支出に対して取得する賃金99(ｗ＝1)で、88(＝99×8÷9)単位

の賃金財取得を示しているからである。 

図Ⅵ-3  労働者の取引(第2期)
労働力 ┃

┃
生産財Ｘ 物量 22 17.778 1.7778 ┃
部門の労 生産価格 22 ⇨ 20 + 2 ┃
 働者 価値 8.8347 8.0315 0.8032 ┃ 労働力の総計 賃金財の総計

┃
賃金財Ｙ 物量 33 26.667 2.6667 ┃ 物量 99 88
部門の労 生産価格 33 ⇨ 30 + 3 ┃ 生産価格 99 ＝ 99
 働者 価値 13.252 12.047 1.2047 ┃ 価値 39.756 39.756

┃
奢侈財Ｚ 物量 44 35.556 3.5556 ┃
部門の労 生産価格 44 ⇨ 40 + 4 ┃
 働者 価値 17.669 16.063 1.6063 ┃

賃金財

 
  上の３つの図Ⅵ-1～図Ⅵ-3は、この資本家経済が、生産価格での諸商品の交換を通して、各

生産部門で10％の均斉的成長を達成することを明らかにしているが、それら３つの図は同時に、

資本家経済の「資本家市場における価格の運動」が価値法則を「強制」(Sekine〔1997〕V.2，

25)することを具体的に例証している。それは、生産財・消費財・奢侈財部門の諸資本が、自ら

の生産物である商品を生産価格で販売することによって、第 1 期の生産で投入・消費した生産

財を第2期の投入として同物量・同価値で補填すること、さらに10％成長のための物量・価値

の生産財を獲得しうる点にみられる。この点を図 5 で消費財部門についてみれば、同部門の資

本は、第1期の消費財産出{物量88・生産価格99・価値39.76}を販売した代金で、第2期の生

産諸要素として、第1期に投入した生産財{物量40・生産価格28.530・価値9.756}と労働力{物

量30・生産価格30・価値12.047}と同量の生産財と労働力とを購買すること、および利潤の蓄

積部分で第１期に投入した生産財・労働力の10％相当の生産財{物量4・生産価格2.853・価値

0.976}と労働力{物量3・生産価格3・価値1.205}を獲得することに示されている。生産財部門

と奢侈財部門の資本も、同様に、第 1 期の産出商品の販売により、第 2 期の投入として、第 1
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期の生産諸要素と同物量・同生産価格・同価値で補填し、利潤の蓄積部分でその10%相当の同物

量・同生産価格・同価値の生産諸要素を取得する。価値比例的ではない生産価格での商品販売

が、第2期の投入として、第1期に投入した生産諸要素(生産財・労働力)と同物量・同生産価

格・同価値の生産諸要素を取得可能とするという事態は、その取引に価値法則が貫徹している

ことを意味する。 

 また、上の10％成長する資本家経済における価値法則の貫徹に関連して、労働者の労働力商

品の販売と労働者の賃金による賃金財の取得との関連について確認しておこう。各生産部門は

第 2期の拡大再生産のために第 1期より 10％多い労働を充用し、社会全体では第1期の 90 単

位の労働から第2期には10％多い99単位の労働を充用する必要があるが、すでに図Ⅵ-3に即

して、労働者階級は99単位の労働支出に対して99単位の賃金を取得し(ｗ＝1)、定められた生

活水準(労働1単位の労働力の価値・実質賃金＝8/9の賃金財)を満たすための88単位の賃金財

(価格99)を取得することが確認されている。この賃金財の生産価格での取引は同時に、その内

実としては労働者のいわゆる買戻し関係であることを示している。すなわち、図Ⅵ-3の価値の

行をみれば、99単位の労働支出についての労働力の価値39.756(＝99×0.4016)は、取得する賃

金財の総価値 39.756(=88×0.4518)に等しく、労働者階級は労働力の価値に等しい価値の生活

資料商品を買い戻すのである。 

こうして、諸資本の競争によって資本家市場に達成される生産価格での諸商品の販売は、「生

産の社会的均衡」(『資』Ⅲ、1125)の資本家市場での反映たる諸商品の需給一致を基礎に、個

別諸資本の再生産運動において消費された生産諸要素の同価値と同物量での「補填」をもたら

し、その補填関係のなかに生産物生産に社会的に必要な労働量による諸商品の価値規定を法則

的に展開させているのである。三次元表示の３つの図Ⅵ-1～Ⅵ-3 は、三生産部門の諸資本が、

第1期産出の商品資本の販売を通して、第2期の投入として、第1期に消費された生産諸要素

に等しい物量・生産価格・価値で補填すること、労働者は労働力の価値に等しい生活資料を取

得することを、手に取るように示している。図Ⅵ-1～Ⅵ-3は、「平均利潤の法則が、資本家市場

における価格の運動を通した、価値法則の強制の具体的様式であることを明確に示している」

(Sekine〔1997〕V.2、25)ことを例証しているといってよい。 

 諸商品の生産価格での販売が資本家経済の諸商品資本の運動に「価値法則」を貫徹させるこ

とに関連して、価値の生産価格への転形に関してマルクスが主張する総計二命題について簡単

に言及しておこう。 

 総価値＝総生産価格と総剰余価値＝総利潤という総計二命題は、資本家経済の再生産運動を

三つの次元に明確にわけて表示する方法から明らかなように、数値的な同等性としては主張し

えない。それらの命題は、社会の総商品について、社会的必要労働によって規定される総価値

量(とそれに含まれる総剰余価値量)と生産価格総額(とそれに含まれる利潤総量)との、次元の

異なる経済量を同じ次元のもとにあるものとして数値的同等性を主張するものであり、本来比

較できないものを直接的に比較しているという点で誤った命題である。次元の相違する価値と

価格とは直接的に比較するためには、関根氏がされているように、価値体系を価値価格体系に

転換するというような工夫を必要とし、関根氏はその工夫によって生産価格が価値に「繋がれ

ている」ことを数学的に厳密に論証されたのである。上の総計命題はそれ自体としては主張し

えないが、生産価格で売買される資本家市場の需給一致のもとで遂行される資本家社会総体で

は、図Ⅵ-1・図Ⅵ-2にみられるように、第1期に投入された諸資本はその価値を諸商品資本の
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なかに維持・保存し、かつ、諸商品の売買を通して第2期の投入を第1期の投入と同量の物量・

価値で更新(取得)するのであるから、第 1 期の生産過程で創造される総資本の総剰余価値は、

第2期に諸資本が第1期の利潤成分によって獲得する諸財｛追加生産財＋追加労働力＋奢侈財｝

に含まれる価値の総計に等しい。この点は、総資本が第1期に創造する剰余価値総額53.86{＝

90ｅ/(1+ｅ)＝90×1.49/(1+1.49)}が、図6における諸資本が利潤部分によって取得する上の諸

財に含まれる価値の総計53.87に等しいことに示される49。つまり、諸商品の販売が価値から乖

離した生産価格でおこなわれようと、諸資本が総体として利潤成分として獲得する諸財は、生

産過程で創造された剰余価値を体化した諸生産物以外には存在しないのであって、総計命題と

しての総利潤＝総剰余価値の数値的な同等性は主張しえないとしても50、その命題の内実は、資

本家経済の再生産過程の「価値補填と素材補填」にその物量的基礎をもっているといってよい

のである51。  

 

〔Ⅶ〕 

 これまで見てきたように、関根友彦氏は、宇野弘藏氏の主張に倣い、資本家経済の商品生産

――――――――――― 
49 利潤部分によって獲得される諸財の価値53.87は、図6にみられるように、生産財部門が

取得する追加生産財+追加労働力+奢侈財に含まれる価値17.02(＝1.22＋0.80＋15.00)、消費

財部門のそれ17.96(＝0.98＋1.21＋15.77)、奢侈財部門のそれ18.89(＝0.73＋1.61＋16.55)

の総計である。 
50 こうして、総剰余価値＝総利潤という命題が、社会全体の生産の結果たる総商品それ自体

における計算として単純に主張されると、それは厳密には二重の意味で誤りになる。一つは、

次元の相違を考慮していないことであり、もう一つは、総剰余価値＝総利潤という命題が生産

価格での販売を通した社会的素材補填の結果として成立するというその命題の内実を理解し損

なっていることである。後者については、たとえば、図Ⅵ-1において、各部門の第1期産出

の利潤成分を構成する諸商品の価値総計48.755(＝13.161＋16.252＋19.343)が、第1期に創

造された剰余価値総量53.86と一致しない点に示される。この不一致は、諸商品の費用価格部

分も価値から乖離する生産価格化することによって生じる。総利潤が総剰余価値の実現形態で

あるという点は、諸商品の生産価格が諸資本の売買において商品価値から複雑に乖離する点に

十分な考慮を払ったうえで主張される必要がある。 
51 本稿の図Ⅵ-1・図Ⅵ-2に即して述べた価値法則の貫徹、および総利潤として実現される財

の価値＝生産された総剰余価値という主張は、転形問題におけるスウィージーが紹介したボル

トキェヴィッチの表式を基礎に、伊藤〔1981〕の「価値概念の立体的構造」(伊藤誠〔1981〕

317)で示される表Ⅰ「対象化された価値の実体」(324)と表Ⅲ「取得される価値の実体」(同

前)との関連として、すでに明らかにされている。伊藤〔1981〕は、明確に、社会的総商品に

対象化された価値をあらわす「表Ⅰにおける各部門のｃとｖ、したがってまたそれらの合計

は、生産価格での諸商品の売買を通じて、取得された価値の実体を示す表Ⅲの対応する各項

に、おなじ大きさで再現することになる」(伊藤〔1981〕,325-6)と、そして「その事に対応し

て、剰余生産物に対象化されている剰余労働時間は、利潤の形態で処理されるべき価値の社会

的実体の唯一の部分としてあらわれる」(同前)と述べている。伊藤〔1981〕の「表Ⅰのｃと

ｖ」が「表Ⅲの対応する各項に、同じ大きさで再現する」という主張は、図Ⅵ-1で第一期に

投入される諸資本価値量は生産価格での販売を通して第二期に投入として補填・更新される諸

資本価値量に等しいという点と同じである。 

 青才〔2005〕は、伊藤〔1981〕を詳細に検討し、伊藤氏の３つの表の関連について、表Ⅰが

諸商品の生産価格での販売を通して「再び表Ⅰという形で、資本の循環または再生産に即して

考察するものとなっている」（青才〔2005〕,79)ことが重要であるとされている。 
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に貫徹する価値法則を、経済学原理論の体系的展開のなかで、生産論における価値法則の必然

性とその絶対的基礎の解明、および分配論における生産価格での諸商品の販売による価値法則

の「強制」という三つの段階を踏んで、論証されている。 

 関根氏の価値法則の論証に関わる重要な点は、原理論体系の諸領域の理解とその展開手法で

ある。前者については、「生産論の内部では、われわれは、単純に(すなわち適切な説明なしに)

均衡状態が何とかし達成されていることを前提」(Sekine〔1999b〕、64)するとされている。生

産論における「均衡状態」の想定は、次の事態、すなわち資本家市場における商品需給の均衡

状態からの逸脱は利潤率を巡って競争する諸資本の部門間移動によってたえず補正され、「日々

の市場のシグナルに適切に反応することによって、資本の個別的な単位は、一般均衡の状態へ

と自動的に導かれる」(同前)ことを基礎になされている。生産論では、資本家経済の商品生産

が労働時間による価値・剰余価値の生産とその流通の見地から分析され、その分析領域は、経

済当事者にとって目に見えず意識にのぼらない資本家経済の「暗黙的側面」をなす。 

 分配論に先立つ生産論で資本家経済が価値領域として分析されねばならないのは、商品の価

値規定が「明確に資本家的商品交換をあらゆる社会に共通な使用価値生産一般に結びつける」

(Sekine〔1999a〕,27)規定であり、「資本主義を一つの歴史的で一時的な制度とみなし、恒久的

な制度とは考えない」(同前)経済原論にとって、「価格形態とは異なるものとしての価値概念無

しではすませない」(同前)。すなわち、「すべての社会は、(費やされる生産の唯一の本源的要

素である)労働の支出によって、使用価値を生産するコストを支払う」(同前、27)のであり、生

産論で商品価値の実体が、「社会が生産的労働の支出という条件でその生産のために被る現実的

コストである」(同前)ことの解明は不可欠である。そして、生産的労働の支出が社会的必要労

働として商品価値の実体をなすという点は、資本の再生産過程において、総資本相互のあいだ

に形成される物的な「社会的再生産の諸条件」および労働者階級の労働力の価値に等しい生活

資料商品の買戻しとを基礎に、産出された諸商品による投入の生産諸要素の「価値補填と素材

補填」の分析により明らかにされ、それが「価値法則の絶対的基礎」の内容をなすのである。 

分配論・利潤論は、個別諸資本の投資競争が資本家市場において諸商品の需給一致をどのよ

うに達成するかを明らかにする領域である。高い利潤率を求める個別諸資本の部門間移動が、

傾向としての社会的総資本ストックの生産諸部門への均衡配分をもたらし、資本家市場に諸商

品の需給一致をもたらし、一般的利潤率と生産価格とを成立させる。生産価格は、諸資本に等

しい利潤を保証する個別資本の商品生産の条件であり、それは資本家経済の「明示的側面」を

なす。しかし、この「明示的側面」である諸商品の生産価格での需要供給分析だけでは、資本

家経済の内実は明らかにならない。利潤率や生産価格などの資本家的範疇で遂行される資本家

経済も、生産手段の補填や社会構成メンバーの欲望に適合した消費財の提供というあらゆる社

会に共通な社会的物質代謝を基礎とするのであり、資本家経済が他の社会と共通に達成する社

会的物質代謝のこれらの諸関連は、価格機構として分析される「需要供給関係からは絶対にな

にも説明できない」(『資』Ⅲ、229)のである。 

分配論・利潤論で明らかにされる一般的利潤率や生産価格は、マルクスの「需要供給関係が

作用するための基礎」(『資』Ⅲ、229)としての資本の再生産過程の分析を、すなわち諸資本の

物的「再生産の諸条件」としての諸商品の「価値補填および素材補填」および買戻し関係とし

てあらわれる労働者階級の生存可能性を前提として、展開されなければならない。その展開に

よって、一般的利潤率や生産価格などの資本家的範疇で遂行される資本家経済も、産出生産物
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による投入生産諸要素の物的補填の関係や社会構成メンバーの欲望に適合した消費財の提供と

いうあらゆる社会に共通な社会的物質代謝を基礎とすることが明らかになり、一般的利潤率と

生産価格とは、あらゆる社会で共通に行われている、労働を媒介とした人間と自然との社会的

物質代謝を遂行する特殊歴史的な形式であることが示されるのである。関根氏の言葉でいえば、

「平均利潤の法則は、資本家市場における諸価格の運動を介して、価値法則の強制の具体的な

様態を明確に示して」(Sekine〔1997〕V.2,25)おり、「均衡価格は、いわば価値に繋がれている」

(同前)ことが明らかになる。 

関根氏は、利潤論において生産価格が「価値に繋がれている」ことを、資本主義経済につい

て「技術複合体」｛＝物量体系｝に基づく生産価格体系と価値体系の定式化を通して、数学的に

厳密に論証されたが、この原理論体系の展開手法が、関根氏のもうひとつの際だった特徴をな

している。関根氏は、その手法により、(1)資本家経済の諸商品の生産価格と利潤率の正値性、

(2)資本の価値構成などの経済の物質的事態を基礎とした、価値と生産価格の相互規定関係(「数

学的転形」)、(3)生産価格の価値からの「離れる程度」は、個別「諸商品の生産における技術

の多様性によって厳密にあらかじめ決定されていること」(同前)を、証明される。資本家経済

の「明示的側面」(生産価格体系)と「暗黙的側面」(価値体系)との数学的定式化は、諸価値と

剰余価値率および諸価格と利潤率の演算を可能にし、資本家経済の内的編成や外的現象につい

ての量的分析を可能にし、いわゆる転形問題に最終的解決を与えている。その論証を通して、

関根氏は、平均利潤の法則が、「資本家市場での価格を通した、価値法則の強制の具体的な様態」

であること、および、個別諸資本の商品「供給の条件」である生産価格は、「人間生活の永久的

な自然条件であ」(『資』Ⅰ、241)る人間と自然とのあいだの物質代謝を、労働力の商品化を基

礎に商品の生産と流通として遂行する資本家経済に特有な歴史的形態規定であることを明らか

にしている。 

本稿は、「技術的複合体」(物量体系)を基礎とする生産価格体系および価値体系の定式化によ

る資本家経済の価値と生産価格の関連の解明、および、諸商品の物量・価格・価値という三次

元での統一的表示を適用した労働価値説の論証を、高く評価するものである。本稿では、関根

氏の価値法則の論証を継承しつつ、なお残る課題として次の論点を指摘した。(1)生産論冒頭の

資本の生産過程論での「価値法則の必然性」の論証は資本の再生産過程論で解明される論点の

先取りである点、(2)生産論で価値どおりの交換を仮定せず、再生産表式の部門間関係を均衡条

件ではなく生産財の社会的補填についての制約条件とする関根氏の表式理解および数学的展開

は継承しつつ、諸商品の表式における運動は、再生産の時間的経過を明確にしつつを諸商品資

本の「価値補填と素材補填」として展開すべきであり、そこに若干の不明瞭さを遺している点、

(3)分配論における諸資本の生産価格での販売が資本家経済に価値法則を「強制」する点は、物

量体系・生産価格体系・価値体系を基礎とする数学的分析によって基本的に明らかにされてい

るが、『資本論』の再生産表式理解の改変とも相俟って、図Ⅵ-1・2などで示したように、関根

氏が開発した諸商品の三次元表示を基礎に、生産価格での商品販売がどのように諸商品資本の

運動のなかに社会的必要労働による商品価値規定を貫徹させるかの具体的例証が、価値法則の

展開の明証性を高めるために不可欠である点、がそれである。 

 

〔補論〕 再生産表式の物量について 

資本家経済を物量体系・生産価格体系・価値体系で統一的に示す表示法は、マルクスが明示
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していない、再生産表式における商品諸資本の価値量とその価値構成とがどのような事態に基

礎を置くものであるかを、明確に示している。再生産表式では商品資本の「素材」量は、「価値

どおり」(『資』Ⅱ、484)の交換という想定のために価値量と一体的に処理され、諸商品資本の

価値量が事実上同時にそれらの物量を示すことになっている。しかし、表式における諸部門の

商品資本は、その価値量のみならず、投入・産出の技術的関係を反映する物量をも明示しなけ

ればならない。というのは、資本家経済の「社会的生産物量の場合には、この生産物量がそれ

ぞれの特殊な種類の生産物に対する{需要として現れる－－筆者}量的に規定された社会的欲望

に適合しているかどうか、･･･にかかっている」(『資』Ⅲ、821)からであり、「これらの量的に

限定されている社会的欲望に比例して〔社会的必要――筆者〕労働がいろいろな生産部面に均

衡を保って配分され」(同前)た結果が、再生産表式の諸商品の価値量とその価値構成であるか

らである。つまり、表式における商品諸資本の価値量と価値構成とは、社会的再生産の物的諸

条件と労働者のいわゆる買戻し関係を充足する、諸部門の投入(物量・労働量)と産出量との「技

術複合体」(物量体系)とを基礎に明らかになるのであって、後者から独立に存在するものでは

ない。 

 この点は、スウィージーの転形問題の「価値計算」(ボルトキェヴィッチの「第４表 価値計

算」、Sweezy〔1967〕147頁)において、最初に示される商品諸資本の価値量とそれらの構成とが

資本家経済のどのような事態に基礎を置くものであるかを考えることによって、具体的に明ら

かになると思われる。「価値計算」(単純再生産)の表はつぎのものである。 

  部門   不変資本 可変資本 剰余価値  価値 

    Ⅰ         225    90         60        375 

   Ⅱ         100        120    80        300 

   Ⅲ         50         90         60        200 

  －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

   計        375        300        200       875 

 この表に示される価値量とその構成とは、資本家市場の需給一致の物量体系とともに存在し、

それらはその物量体系から得られるものと考えなければならない。その物量体系の一例は次の

ようなものである。 

          投入(生産財、労働)     産出       

  生産財部門 Ⅰ (225  、  150 ）        375 

    賃金財部門  Ⅱ (100 、 200 ）  →    600 

  奢侈財部門  Ⅲ ( 50  、  150 )         100 

  この需給一致の物量体系は、資本財価値をλx、賃金財価値をλy、奢侈財価値をλz として、

次の価値体系として定式化され、その解を与えられる。 

    Ⅰ 225λx＋150＝375λx      〔解〕λx＝1 

    Ⅱ  100λx＋200＝600λy            λy＝0.5 

    Ⅲ   50λx＋150＝100λz            λz＝2 

  労働1単位当たりの労働力の価値は、総労働500が 600単位の賃金財を買い戻すという想定

により、600×0.5÷500＝0.6時間であり、剰余価値率ｅは0.4/0.6＝0.666となり、「価値計算」

の表の可変資本1/(1+ｅ)と剰余価値e/(1+ｅ)の比を与える。 

従来、再生産表式の価値量とその価値構成とがどのような事態に基礎を置くものであるが不
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明であった。それらは、資本家経済の再生産における物量とともに存在するのであって、物量

体系から独立に与えられる規定ではない。資本家経済の物量体系それ自身は、生産諸部門への

資本ストックの均衡配分という資本家的メカニズムによって達成される。再生産表式に示され

る商品諸資本の価値とその価値構成とは、生産諸部門の投入(物量・労働量)と産出量という資

本の再生産過程の技術的・物量的関係を基礎に、諸部門の「社会的再生産の諸条件」(各部門の

生産手段の素材補填)および労働者の生活水準を充足する労働力の価値に等しい生活資料の買

戻し関係の実現を明らかにする、社会的総資本の流通過程における諸商品の「内在的規定」で

ある。 
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